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OECD の ANBERD データベースから採用し、対象国はデンマーク、フィンランド、フランス、
ドイツ、アイルランド、イタリア、日本、オランダ、ノルウェー、スペイン、スウェーデン、英
国、米国の 13 カ国とした。1990 年代後半以降のデータについて、改訂された産業分類コード ISIC
（International Standard Industrial Classification）の Revision3.0 で研究開発投資が分類され
ているために、適宜、旧来の同 Revision2.0 の産業分類に組み替えて一貫性を保持した。なお、
ストックデータへの転換については、先進国 13 ヶ国の業種別研究開発投資を各国の GDP デフレ
ーター（1990 年基準）で実質化した後に、1990 年時点の OECD の購買力平価でドル建てに変換
し、そして、恒久棚卸法により研究開発ストックを算出した1。 
計算結果によると、先進国の研究開発ストックは 1973年から 2006年にかけて 3倍以上増加し、






                                                   
1 研究開発ストックの積み上げ手法は、Coe and Helpman(1995)、Schiff and Wang(2006)を参照。なお、積み上






















































4. NIEs・ASEAN の貿易の特徴 
東アジアの高成長の背景には、NIEs や ASEAN を中心に貿易や投資の自由化を推し進め、1980
年代以降、世界との経済統合を進展させてきたことがある。その後、中国がこの経済統合に加わ
ったことで東アジアの経済成長は加速することとなった。 




図 1-2 は NIEs・ASEAN で貿易が活発化している電気機械・情報通信機械の貿易単価の国・地
域別比較である。1976 年から 2004 年までの期間平均で計算している。貿易単価の計算は貿易カ
テゴリーの変更で単価が上下したり、また為替変動の影響を受けたりするため、貿易単価の解釈
にあたって慎重に行う必要があるが、図 1-2 によると、韓国や台湾が 30 ドル台の輸入単価を記録
するのに対して、ASEAN4 はタイとフィリピンが 20 ドル台、マレーシア 15 ドル、インドネシア 
 
 
                                                   






















に至っては 8 ドルにすぎず、国や地域によって貿易単価に乖離が存在する。 
NIEs・ASEAN において貿易単価にかい離が見られる理由として、これらの国・地域における
経済格差の存在がある。NIEs と ASEAN をとってみても高所得国と低所得国の経済格差は 2006
年時点でも 20 倍以上に達する。この経済格差は人件費の格差であると同時に、技術力の格差でも
あり、貿易構造に影響を与えてきた。 









1980 年～2013 年まで年率 10.4％で伸びたが、これは同期間の世界貿易の伸びを 2.6 ポイント上
回っている。期間別に見ると、1980 年代後半の伸びが著しく、平均すると年率 25％近く伸びて
いる。次いで 1990 年代前半と 2000 年代中ごろの伸びが高い。一方、世界的な不況に見舞われた
1980 年代前半と、アジア通貨危機や IT バブル崩壊が発生した 1990 年代後半から 2000 年初、そ
してリーマン・ショックが襲った 2000 年代後半は輸出の伸び率は他の期間と比較して不安定と
なり、低下している。世界輸出と比較すると、1990 年代終盤から 2000 年代前半を除くと、NIEs・
ASEAN の輸出の伸びが世界を上回っている。 
次に NIEs・ASEAN の輸入について（図 1-4）、1980 年～2013 年まで年率 10.8％と輸出に負
けず劣らず伸びている。期間別に見ると、輸出同様に 1980 年代後半の伸びが著しく、年率 25％
近く伸びている。次いで 1990 年代前半と 2000 年代中ごろの伸びが、輸出と同様に、年率二けた
を超えている。一方、輸入が不安定・低下した時期は、1980 年代前半、1990 年代後半から 2000
年初、そして 2000 年代後半となっており、輸出の不安定な時期と一致している。世界の輸入と
比較すると、1980 年から 90 年初頭までと 2000 年代中ごろにおいては NIEs・ASEAN の輸入が
世界輸入を上回っている。 
1980 年以降の NIEs・ASEAN の貿易の特徴をまとめると、1980 年代後半から 90 年代前半に





















































は輸入全体の 3 割超を超えていた。 
次に、NIEs・ASEAN の輸出入について製造工程別に見たのが図 1-7、1-8 である。世界全体の
製造工程別貿易と比較して部品や加工品3など中間財貿易のシェアが大きいことが目立つ。輸出で
は中間財貿易シェアが NIEs・ASEAN 平均 53％と世界全体のそれ（47％）を上回っており、と

















図 1-9 は NIEs・ASEAN の中間財・資本財輸入と対内直接投資の推移をグラフ化したものであ
る。NIEs・ASEAN の、世界からの中間財輸入は拡大しており、1980 年から 2013 年にかけて年
率 10.9％と増えてきている。これは同期間におけるNIEs・ASEANの輸入全体の伸び（年率 9.8％） 
を超えている。期間別に見ると、1980 年代の伸びが年率 15％と一番高く、90 年代、2000 年代と 
時代が下るにつれて伸びが鈍化するが、いずれの期間も輸入全体の伸びよりは上回っている。 
次に NIEs・ASEAN の資本財輸入については 1980 年から 2013 年にかけての伸びは年率 9.3％
と NIEs・ASEAN の輸入全体の伸びに比べて下回る。1980 年代の資本財輸入の伸びは輸入全体




世界から NIEs・ASEAN への対内直接投資について 1980 年から 2013 年にかけての伸びは年









                                                   







NIEs・ASEAN の輸入相手別に見た貿易シェアの推移を見たのが図 1-10 である。1980 年代に
おいては日米欧など先進国からの輸入シェアはそれぞれ 25％、17％、13％となっており、先進国
からの輸入シェアの合計は NIEs・ASEAN の輸入全体の過半を超えていた。一方、1980 年代の
NIEs・ASEAN の域内貿易シェアは 18％と 2 割に満たなかった。 
その後、NIEs・ASEAN の先進国からの輸入シェアは低下する一途であった。対日本では 1990
年代は 21％、2000 年代は 16％を占めるにとどまり、対米では 1990 年代は 15％、2000 年代は
11％、対欧州では 1990 年代は 12％、2000 年代は 10％と一割に過ぎない。2000 年代の NIEs・
ASEAN の先進国からの輸入シェアは合わせて 37％と輸入全体の三分の一強まで低下した。対照




































































































NIEs・ASEAN の貿易・投資が活発化したのは、図 1-3、1-4、1-9 で明らかなように NIEs・









（２）経路別に見た NIEs・ASEAN における技術普及について 
先進国からの技術普及について、伝わる経路の違いによって、普及の程度がどのように異なる






































対象期間を 2006 年まで延長した点である。このことにより、1990 年代以降の NIEs・ASEAN を
取り巻く環境変化を取り込むことができると考えている。 





















































と先行研究について解説する。第 3 章で技術普及の実証分析の基礎となるデータである NIEs・
ASEAN の業種別全要素生産性の計測の方法と結果について詳述する。第 4 章では NIEs・ASEAN
の工程間分業と先進国からの輸入を経由した技術普及について実証分析する。第 5 章では、技術
普及の経路に焦点を当てて実証分析する。具体的には、中間財輸入や資本財輸入の経路、そして




























 クオリティ・ラダー・モデルの基本設定は、Barro and Sala-i-Martin(2003)に従う。すなわち、












                                      ・・・(2-1) 
 
Yiは最終財 i 財メーカーの生産高、A は生産性、Liは最終財 i 財を生産するのに投入する労働量、
X~ijは最終財 i 財に投入する中間財 j の品質調整済み投入量、αは労働投入シェアで 0<α<1 とな
る。また、品質調整済みの中間財投入量は以下の通りに表される。 
 
                                      ・・・(2-2) 
 
qkjは k 回目の品質向上を行った中間財 j の品質をあらわす。品質は１からスタートし、その後、
品質向上に伴って q、q2、q3…、qk と上昇していく。すべての品質の中間財の生産費用は同一と
                                                   

























    
                                      ・・・(2-4) 
 
 
πiは最終財 i の利潤、ｗは賃金率、Pjは中間財 j の価格である。なお、中間財 j の限界生産物は
以下の表される。 
 





















                                      ・・・(2-7) 
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                                      ・・・(2-10) 
 
ζは品質向上を行うための研究費用を指し、ζ>0 とする。(2-8)に見るように、中間財 j の(k+1)
回目の品質向上が実現したときに予想される独占利潤は q(k+1)j・(α/(1-α))項に比例するものに対して、
中間財 j の(k+1)回目の品質向上確率(2-9)は、(2-10)で見るように品質が向上するとφが低下する
という関係から、中間財 j の k 回目の品質向上時に投入した研究開発の規模では成功確率が低下
してしまうことになる。 
 中間財 j メーカーの独占利潤の現在価値 V(kj)は確率変数であるため、同現在価値の期待値は以
下のようになる5。 
 














                                                   
5 導出の詳細は Barro and Sala-i-Martin(2003)邦訳書Ⅱの p38、p44 参照。 
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                                      ・・・(2-15) 
 
さらに、(2-15)式に成功確率と品質の状態を関係付ける(2-10)式を代入する。 











場合の中間財 j の研究開発支出は(2-9)、(2-10)、(2-17)から 
 
 
                                      ・・・(2-18) 
 
全ての中間財の品質を向上するための研究開発支出総額 Z を算出すると、 
 

















異時点間の代替の弾力性は定数σ＝1/θとなる。予算制約式は総資産 A の変化分が総賃金 wL と


























































































                                       ・・・(2-22) 
 







                                       ・・・(2-23) 
 
 
また、(2-22)を中間財 j について集計すると中間財の総産出量（総需要量）X が求まる。 
 
                                       ・・・(2-24) 
 
(2-19)(2-23)(2-24)によって Y、X、Z は Q の線形の関数であることから、C も Q の線形の関数と








同成功確率は品質の状態と関係していることから総品質指数 Q を使い、関係式を導出する。 
中間財 j の品質は qkj・(α/(1-α))であり、研究開発の結果、品質改良がうまくいった場合、品質は 
q((k+1)j)・（α/(1-α)）となるが、うまくいかない場合、品質は変わらない。単位時間当たりの成功確率







                                                   
6 導出の詳細は Barro and Sala-i-Martin(2003)邦訳書Ⅰの p448 参照。 
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よって、単位時間当たりの総品質指数 Q の比例的変化の期待値は以下のようになる。 
 





N が十分大きく、Q が微分可能であり、また Q
．
























































































































































































                                       ・・・（2-26） 
 
Y は生産高、A は定数項、Lyは最終財の生産に投入されている雇用、D は中間財投入量で、βと
γは０から１の数値をとるパラメータである。最終財市場は完全競争を前提としている。次に中
間財Ｄの投入量を導出するが、それぞれの中間財は全て対称性を想定している。中間財 D の生産
関数は CES 型生産関数で前章の理論モデルの導出から以下のようになる。 
                                      
                                       ・・・（2-27） 
 
 








                                     
                                        ・・・(2-28) 
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うか実証分析を行った。以下のような実証モデルを採用して 1971 年から 90 年までの 22 カ国の
貿易と研究開発ストックのカントリーデータを使用した。 
   
                                        ・・・（2-30） 
 




：輸入を通じて得られる c 国の海外研究開発ストック 
：c 国の GDP に占める輸入シェア 
 
なお、c 国の海外研究開発ストック f








c SmS  
 
：c 国の総輸入に占める c’国からの輸入シェア 
：c’国の研究開発ストック 
 
                                                   
8 もう一つの経済成長理論モデルである、研究開発が最終財や中間財の種類を増やすことで生産性や経済成長が
促される製品バラエティモデルに従ったとしても、同様の計量モデルの導出が可能である。詳しくは、Coe, 
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ストックは 0.097 であるのに対して外国のそれは 0.092 とわずかに劣る程度である9。次に、研究
開発ストックの全要素生産性に及ぼす弾力性を国ごとに計算している。それによると、大国と小
国とで同弾力性は異なっており、例えば国内研究開発ストックの全要素生産性に対する弾力性に






（３）Coe, Helpman and Hoffmaister(1997)の拡張分析 
Coe, Helpman and Hoffmaister は途上国 77 カ国を対象国として上と同じモデルに基づいた実
証分析を行っている。 






                                       ・・・(2-33) 
 
   ：c 国の全要素生産性 
：輸入を通じて得られる c 国の海外研究開発ストック 
    ：c 国の機械輸入全体に占める c’国からのシェア  
    ：c 国の GDP に占める機械輸入のシェア 
    ：c 国の中等教育参加率 




                                                   
9 Coe and Helpman(1995)の輸入を通じた技術普及について Keller(1998)が異議を唱えている。彼は、mcc’に輸入
シェアではなく、ランダムな数値を当てはめてもβfは正で有意であることを示すなどして技術普及の経路は輸入




10 Coe and Helpman(1995)はパネル時系列データの処理に不十分であるなどの問題を抱えており、係数に対する
推定値にバイアスが生じていた。そのため、同論文では係数に対する推定値の t 値等を報告していない。2000 年
代前半に確立したパネル時系列データ処理方法を使って再度分析を行ったのが Coe, Helpman and 









































































ストックの同弾力性は 0.11 と 77 カ国途上国平均（0.06）に比べて二倍近い。また、主な機械輸
入先が途上国によって異なることで技術普及における地域性が生じている。ラテンアメリカは米
国の研究開発活動から、アフリカは欧州の同活動から、アジアは日本の同活動から技術普及によ














分析は少数にとどまっている。具体的には Acharya and Keller(2009)の先進国を対象とした実証
分析と Schiff and Wang(2006)や Nishioka and Ripoll(2012)の途上国まで対象とした分析がある。 
                                                   
11 上記の研究は研究開発ストックとして研究開発投資額から算出しているが、特許データを用いて算出されたも
のもある。特許データは経済的価値を示していないものの、研究開発投資データよりも幅広く長期にわたって入
手しやすい。Connoly(2003)は世界 35 カ国の 1970～89 年までの特許データとハイテク輸入データを用いて技術









（１）Acharya and Keller(2009)の先進国製造業を対象とした分析 





   
 ：t 時点の c 国 i 産業の付加価値 
 ：t 時点の c 国 i 産業の資本ストック 
 ：t 時点の c 国 i 産業の労働投入量 























                                                   
12 これ以前にも、Keller は業種別データを使った実証分析を二点行っている。Keller(2002a)は 1970～1995 年ま
での 14 先進国 12 製造業のデータを使って、二国間距離と技術普及についての分析を行っており、同距離が長く




ており、Acharya and Keller(2009)のモデルとは異なる。 
13 Bitzer and Goerg(2009)は 1973～2001 年までの OECD17 ヵ国製造業 10 業種について技術普及分析を行って
いるが、基本モデルは Achrya and Keller のモデルに対内・外直接投資ストック変数を加えたものである。彼ら
の分析では、対内直接投資の生産性に対する有意な正の影響を明らかにしている。 



















（２）Schiff and Wang(2006)、Wang(2007)の先進国・途上国製造業を対象とした分析 
Schiff and Wang(2006)は、1976～1998 年までの OECD15 カ国に、途上国 24 カ国を加えた
39 カ国製造業 16 業種のデータを用いてモデル(2-30)に基づいたモデル（ただし、国内研究開発ス










 ：（c 国 i 業種の）海外研究開発ストック 
：c 国 i 業種の産出投入係数（j 業種からの） 
 ：輸入先（j 業種）から得られる c 国 i 業種の海外研究開発ストック 
 ：c 国 j 業種の k 国からの輸入 
  ：c 国 j 業種の生産高 
  ：c 国 j 業種の輸入総額 
  ：c 国 j 業種の輸出総額 
 ：輸入先 k 国 j 業種の研究開発ストック 
 
Schiff and Wang(2006)は海外研究開発ストックの積み上げにおいて、産出投入係数ωを最終的に








に対する推定値は 0.16 と正で有意となった。途上国からの業種別研究開発ストック SRD は NRD
と比較すると技術普及の影響力は小さく、さらに SRD からの技術普及にはタイムラグが伴う。そ
して、他の先進国・途上国経由の間接的な業種別研究開発ストック（INRD、ISRD）の影響につ
いては、NRD や SRD に比べて大きくないことが判明した。 
その後、共著者の一人の Wang は技術普及における業種別特徴を分析するために、1976～1998











































































（３）Nishioka and Ripoll(2012)の先進国・途上国製造業を対象とした分析  
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ちなみにＤhjは h 国 j 産業の生産一単位に不可欠な研究開発ストック額である。D は産業レベル












































































Shjは h 国 j 産業の研究開発ストック、Qhjは h 国 j 産業の最終財生産高である。 
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究開発産業において技術普及が確認されている（Wang(2007)、Acharya and Keller (2009)、

























Nishioka and Ripoll(2012)は、先進国・途上国含む 32 カ国製造業 13 業種を使って分析してい
るが、輸入中間財に含まれる研究開発の成分に着目して、産業連関表から抽出して説明変数とし
た。分析結果は、化学、電機、輸送機器など高研究開発産業において研究開発成分の全要素生産 
                                                   














































イノベーションの源泉 カンボジア インドネシア マレーシア フィリピン タイ 平均
 新しい機械の設置 42.1 48.7 49.9 43.0 33.1 43.4
 顧客との協働 11.9 15.1 8.6 9.7 17.2 12.5
 キーパソンの採用 14.5 17.9 11.4 14.2 3.0 12.2
 企業内で開発 16.1 4.7 7.2 8.3 19.4 11.1
 特許からの技術移転 6.0 2.7 11.0 4.3 11.8 7.2
 サプライヤーとの開発 1.6 7.0 5.2 5.0 7.2 5.2
 その他 7.8 3.9 6.7 15.5 8.2 8.4
注：調査時点は、マレーシアは2002年、タイは2004年、それ以外は2003年。











van Pottelsberghe and Lichtenberg (2001)は、Coe and Helpman（1995）モデルをベースに、





























                                                   
18 その後、先進国が関係する直接投資を経由する技術普及分析は、Zhu and Jeon(2007)と Bitzer and 





19 ちなみに両期間において構造変化が生じたかどうかの F テストを行ったが、検定結果は有意であった。 
20 ただし、海外研究開発ストックの積み上げ方法は、Coe and Helpman(1995)の手法ではなく、Lichtenberg and 
van Pottelsberghe(1998)の手法に拠った。 









の経路の重要性について実証研究したものもある。1973～2002 年までの 17 先進国製造業 22 業











普及の影響力が大きい（Schiff and Wang(2006)、Nishioka and Ripoll(2012)）。 
資本財輸入については機械輸入に限った技術普及の影響力の方がそれ以外の製品輸入や製造業





ックの単純積み上げを説明変数として用いた分析もある（Acharya and Keller(2009)）。 
 
5. NIEs・ASEAN に特化した技術普及の実証分析 




アジア地域に特化した技術普及の先行研究として、Madden and Savage(2000)、Madden, 
Savage and Bloxham(2001)、Okabe(2002)、Luh and Shih(2006)、Liao et al.(2009)、そして
Ang and Madsen(2013)がある。 
Madden and Savage(2000)は OECD15 カ国とアジア 6 カ国・地域の 1980～95 年のカントリ





クの影響力が過小評価されている恐れがある。Madden, Savage and Bloxham(2001)は上と同期
間のアジア諸国（台湾、韓国、シンガポール、インド、インドネシア、タイ）の国内研究開発ス











れぞれ 1.987～1.992、1.950～1.987、2.124～2.128 の推定値をとった。 
Okabe(2002)は NIEs・ASEAN の中の 7 カ国・地域のカントリーデータを用いて製造業輸入を
通じた海外研究開発ストックの全要素生産性に及ぼす影響を分析しており、同係数に対する推定















 業種別データを使った分析では、Liao et al.(2009)が東アジア・東南アジア 8 カ国・地域別に
28 業種データを用いて海外研究開発ストックを説明変数として入れたストキャスティック生産
関数を推計している。海外研究開発ストックの係数に対する推定値は 0.025（韓国）～0.1923（フ






まず韓国については、Kim and Park(2003)、Kwon(2003)、Singh(2006)、そして Kim, Maskus 
and Oh(2009)の分析がある。Kim and Park(2003)は 1970～1996 年までの製造業 9 業種で技術
普及分析を行っている。その結果、国内研究開発ストックの係数に対する推定値は 0.034～0.100
と有意であるのに対して、海外研究開発ストックのそれも有意であるが、同推定値は 0.076～0.182




28 業種で技術普及分析を行い、Kim and Park(2003)と同様に、国内研究開発ストックの係数に
対する推定値（0.0156～0.095、有意）よりも海外研究開発ストックのそれ（0.077～0.103、有意）
の方が上回っている。Kim, Maskus and Oh(2009)は、製造業 13 業種のデータを使って 1981～
1999 年までの技術普及分析を行っている。国内研究開発ストックの係数に対する推定値は 0.026
～0.051 と有意であるのに対して、海外研究開発ストックのそれは 0.03～0.261 と有意であり、
かつ国内の推定値を上回っている。 
次に台湾については Chen and Yang(2006)、Branstetter and Chen(2006)、Tseng(2008)、そ
                                                   




して Hsu and Chuang(2014)が技術普及分析を行っている。Chen and Yang(2006)は 1990～1997
年までの 279 上場企業データを使った研究開発ストックを用いて技術普及分析を行った。国内研
究開発ストックの係数に対する推定値は 0.020～0.022 と有意であるのに対して海外研究開発ス
トックのそれは有意だが 0.018～0.034 であった。一方、Branstetter and Chen(2006)は、1986




年までの電機企業 219 企業データを使った Tseng(2008)では、国内の研究開発ストックの係数に
対する推定値は 0.1299～0.3370 と有意であるのに対して、技術輸入額を用いて算出した海外知識





インドネシアについては Jacob and Meister(2005)と Jacob and Szitmai(2007)の両分析がある。












える（例えば、Madden, Savage and Bloxham(2001)、Luh and Shih(2006)の韓国、Kim and 
Park(2003)、Singh(2006)、Kim, Maskus and Oh(2009)）。ただし、台湾の事業所や企業等のデ
ータを使った技術普及分析はいずれも海外研究開発ストックの方が国内と比べて技術普及の影響
力が大きいとは言えない。 
NIEs・ASEAN 別に見た海外研究開発ストックの影響力比較については NIEs の方が大きいと











年代から 2000 年代半ばまで計測し、同生産性の動きについて解説する。 
 本章の製造業種別の全要素生産性の計測の特徴は以下3点にまとめられる。まず第1点として、
































本章の構成は以下の通りである。第 2 節で先行研究を紹介し、第 3 節で全要素生産性の計測に
用いるデータと計測方法を解説する。第 4 節第 1 項で全要素生産性の水準を、第 2 項で同伸び率
を、第 3 項で全要素生産性の伸び率の業種別付加価値の伸び率に占める割合（寄与率）を計算し
                                                   






てその含意を解説する。第 5 節では結論と今後の課題について触れる26。 
なお、台湾は本計測の対象地域から外している。それは、台湾だけが、政府機関の行政院主計
処が 1978～2001 年まで製造業 18 業種の全要素生産性（1981 年から 22 業種）を計測しているた
めである。それによると、台湾の製造業全体の全要素生産性は 1978 年から 2001 年にかけて年率
2.4％で拡大しており、業種別には同▲1.2％（石油石炭化学）～5.6％（化学製品）とばらつきが








シンガポールについて Leung(1997) 、 Tan, Lall and Tan(2000) 、 Mahadevan and 











に対して、期間後半に入ると 4 業種まで縮小している。Mahadevan and Kalirajan(2000)は、1976
～94 年の製造業 28 業種の全要素生産性の伸びについてストキャスティックフロンティアモデル
に基づき計測した。計測結果は、1980 年代前半と 1990 年代前半はマイナスであったが、1980
年代後半はプラスとなり、生産に対する寄与率は 4 割を超えた。また期間を延長して 1975～1998
年までの製造業（18 業種）について計測したのが Koh, Rahman and Tan(2002)である。全要素
生産性の伸びは業種平均で年率 2.7％となり、とりわけ機械産業において伸びが顕著となっている。 
 韓国については第 2 章で挙げた技術普及分析の先行研究以外にも、金、洪(1992)、李（1997）、
Nam(2000)、Kim(2000)、Mahadevan and Kim(2003)、Hsiao and Park(2005)、Pyo, Rhee and 






見ても、▲1.41％（皮革）～3.63％（金属製品）となっている。また、1975～80 年の第 1 期、1980
                                                   
26 本章は「アジア太平洋研究論集」第 28 号（2014 年 9 月）に掲載されたものをベースとして執筆した。 
27 数少ない例外は Han, Kalirajan and Singh(2002)である。彼らは、1987～1993 年の日本、香港、シンガポー
ル、韓国の製造業 20 業種についてストキャスティックフロンティアモデルに基づき計測したところ、いずれの国・
地域も要素投入型の経済成長を遂げていたことが確認されている。 






～85 年の第 2 期、1985～88 年の第 3 期の三区分に分けた場合、第 1 期に 1.05％であった全要素
生産性の伸び率は第 2 期に入ると▲0.21％まで低下し、その後第 3 期には 3.5％と急上昇してい








90 年代と期間別に全要素生産性の伸び率を計測すると、1970 年代が一番高く、1980 年代が一番
低い。1990 年代はその中間に位置している。これは期間別に見た資本ストックの伸び率と一致す
る。産業連関表を用いて 1966 年から 1988 年までの製造業 36 業種の全要素生産性を計測したの
が Kim(2000)である。Kim は生産性に影響を及ぼすマークアップや規模収増の効果を除いた全要
素生産性の計測を行い、同期間において全要素生産性の伸びが業種別生産の伸びに寄与した割合
は業種平均で 3％に過ぎないことを明らかにした。一方、Mahadevan and Kim(2003)は、ランダ
ム係数フロンティアモデルを用いて 1980～94 年までの製造業 4 業種の全要素生産性の計測を行
い、全要素生産性の伸び率の寄与率が高まっていることを示した。さらにマルムキスト指数によ
る計測方法を用いて 1978～1996 年までの韓国・台湾の製造業 15 業種の全要素生産性について計
測したのが Hsiao and Park(2005)である。総じて韓国よりも台湾の方が全要素生産性の伸び率が
高いものの、業種別に見ると、ハイテク部門は韓国の方が高い一方で、基礎・伝統的な部門は台










在する。岡本は 1984～1990 年の製造業 19 業種の全要素生産性の伸び率を計測しており、製造業
平均 0.41％、業種間ばらつきの幅は▲4.55％（紙・パルプ・同製品）～2.44％（窯業土石）とな
っている。Tham(1996)は、1986～93 年までの製造業 28 業種の同生産性の伸び率を計測してお
り、製造業平均 0.1％、業種間のばらつきは、▲6.5％（産業化学）～5.8％（陶磁器）となってい
る。1986～89 年と 1990～93 年と前半後半に分けて計測すると、前半は 0.9％、後半は▲0.8％の
伸びとなった。後半において全要素生産性の伸びがネガティブになった理由として、Tham は熟
練労働力不足を挙げている。1988～92 年までという比較的短い期間ながら製造業 53 業種の全要
素生産性の伸び率を計測したのが Menon(1998)である。彼によると、同期間のマレーシア製造業
の生産の伸び（9.3％）を支えたのは要素投入（6.6％）であり、全要素生産性の寄与はわずかで




インドネシアについて長田(1995)、Timmer(1999)、Goeltom and Kuncoro(2000)、Aswicahyono 
and Hill(2002)、Vial(2006)、Margono and Sharma(2006)がある。長田（1995）は 1985～1990









全要素生産性の伸びは急激に高まり、1975～86 年までの 0.3％から 4.8％に上昇している。








題点を考慮して 1976～95 年までの製造業 9 業種の全要素生産性を計測したところ、同期間の平
均伸び率は 3.5％とこれまでの先行研究を上回る結果となった。Margono and Sharma(2006)は
製造業の特定 4 業種について企業データを集めてストキャスティックフロンティアモデルに基づ
き 1993～2000 年までの全要素生産性伸び率を計測したが、アジア通貨危機以降、全要素生産性
が悪化している業種が、全 4 業種のうち、3 業種において現れたことを明らかにした。 










3. データ及び Törnqvist 指数 
（１）データ 





元となるデータは A. Nicita and M. Olarreaga(2006)の Trade, Production and Protection 
1976-2004 データベースからダウンロードした。2005 年と 2006 年の両年分や欠けている年につ
いては適宜、原出所に戻って補った。同データベースは、先進国から途上国まで含む、業種別の
生産と多数国間貿易に関するデータベースであり、生産統計（付加価値額、総賃金、雇用者数、
総固定資本形成）についてはUNIDO（国連工業開発機関）の International Yearbook of Industrial 
Statistics(INDSTAT)から、貿易統計（輸入額）については国連の COMTRADE から作成されて
いる。 












































































































3.8% Wood & code manufactures 0.5%
④
PULP, PAPER, PAPER ,
PRINTING AND PUBLISHING













Coke, refined petroleum and
nuclear fuel
5.8% Petroleum & products 3.4%











⑩ Iron & steel 0.8%
⑪ Non-ferrous metals 1.2%










Machinery & Office data
machines
-3.0%
⑭ Electrical engineering -0.2%
Consumer Electrical and
Electronic Products
1.8% Electrical machinery nee -1.3%
⑮
Motor vehicles, trailers and
semi-trailers and Other
transport equipment
2.6% Road vehicles -0.1%
⑯
Medical, precision and optical
instruments
2.4% Scientific and Photo -0.3%
⑰ MANUFACTURING NEC 7.3% Miscellaneous 0.2%
補足
出所：韓国についてBank of Korea, "National Accounts"        
　　　 香港についてCensus & Statistic Department, "Producer Prices Indices for Manufacturing Industries"各年版
   　　 シンガポールについてDepartment of Statistics、Ministry of Trade & Industry, "Singapore Manufactured Products 
　　　　Price Index" 各年版













































Leather, leather products and
footwears
6.2%
③ Wood and wood products 8.4%
④





⑦ Petroleum products 4.5% Fuels 5.3%
⑧ Rubber and plastic products 5.1% Chemicals 3.0%
⑨ Non metallic mineral products 3.8%
⑩
⑪





⑭ Electrical equipment N.E.C. 4.9%





⑰ Other manufactured goods 4.6% Miscellaneous 3.1%
補足
出所：タイについてDepartment of Business Economics, Ministry of Commerce, 
　　　 Wholesale Price Index by Commodity Group各年版
　　　 マレーシアについてDepartment of Statistics Malaysia, "Producer Price


















































12.6% Food, Beverages & Tobacco 10.8%
②








Wood and Other Products
Industries
11.3%













Oil and Gas Manufacturing
Industry











11.4% Non-metallic mineral prod. 10.8%
⑩










11.2% Metal industries 7.9%
⑬ Non Electrical Machineries 8.3% Machinery except electrical 8.1%
⑭ Electrical Machineries 10.5% Electrical machinery 6.9%
⑮
Transport Equip., Machinery &
Apparatus Industries
9.1% Transport equipment 8.4%
⑯ Electrical Machineries 10.5% Electrical machinery 6.9%
⑰ Other Manufacturing Products 11.2% Miscellaneous manufactures 12.1%
補足
 出所：インドネシアについてBPS(Central Bureau of Statistics), "The Wholesale 
　　　  Price Indices of Indonesia"各年版
        フィリピンについてNational Statistical Coordination Board,























ろ、NIEs の方が ASEAN よりも概して上昇率が低い。また、業種間の上昇率のばらつきの幅に





























 NIEs・ASEAN の製造業 17 業種別に見た全要素生産性の推移について解説する。なお、その
推移についてグラフ化したものを付図 2～8 として巻末に掲載した。 
香港の製造業種別全要素生産性は、データ制約のため 2003 年までとなっている。その推移を
見ると、製造業全体では 1976 年から 2001 年にかけて概ね右肩上がりで推移し、全要素生産性の
水準は 1976 年当初から 2.5 倍以上、上昇している。その後、2002 年、03 年と急落し 1976 年当





 韓国の製造業全体の業種別全要素生産性は、概ね右肩上がりで推移して 2006 年時点の水準は
1976 年時点と比較して 2 倍程度上回る。ただし、2000 年代に入ると横ばい推移となっている。
業種別では、過半の業種、具体的には、繊維・衣料品・皮革製品、木材・家具、紙・紙製品・印
刷、医薬品他、プラスチック・ゴム製品、窯業・土石製品、鉄鋼、一般機械、電気機械・情報通













































当初の 1976 年水準を下回っている。 
 タイの業種別全要素生産性はデータ制約のため、1976 年から 1998 年までの間の 14 年分とな
っている。製造業全体の動きを見ると、業種によってばらつきがあるものの概ね横ばい推移とな
っている。ただ、1990 年代後半に入るとやや低下したため、1998 年の同水準は 1976 年時点の水
準を下回っている。業種別に見ると、上方トレンド（非鉄金属）や下方トレンド（食品・飲料・
タバコ、医薬品他）が見られる業種もあるが、概ね横ばい推移しているものが多い。 
 マレーシアの製造業全体の全要素生産性は、緩やかに上方推移して 1990 年代半ばには横ばい
推移となっていたが、2000 年代半ばに入ると急落し、1976 年当初の水準を下回っている。業種
別では、多少の変動を伴いながら上方推移した後、2000 年半ばに低下するもの（木材・家具、医









業の 10 業種が挙げられる。一方、化学製品、窯業・土石製品、非鉄金属、金属製品の 4 業種の全








NIEs・ASEAN の業種別全要素生産性の動きをまとめると、3 点指摘できる。第 1 点は、製造
業の全要素生産性が全期間を通じて概ね業種横断的に上昇した国・地域（香港、韓国、シンガポ
ール、インドネシア）と業種横断的に上昇していない国（タイ、マレーシア、フィリピン）に分
かれる点である。第 2 点は、業種横断的に全要素生産性が上昇していない国においても 1990 年
代半ばまでに限れば全要素生産性が高まった業種が存在する点である。第 3 点は、いずれの国・















第 2 点については、当該の業種が先進国由来の多国籍企業主導による NIEs・ASEAN での工程
間分業に組み込まれたことが大きい。これらの業種は、国際分業を通じて外国の先進技術を導入
することで全要素生産性が上昇したと言えるだろう。 
第 3 点の生産性の下方シフトに関して、2 点理由が考えられる。まず、1990 年代後半のアジア
通貨危機や 2000 年代初頭の IT バブルの崩壊などマクロ経済ショックの発生である。これらの経
済ショックは NIEs・ASEAN の経済活動を通常より大きく低下させることとなり、全要素生産性
の悪化をもたらしたと思われる。次に、1990 年代後半から現在まで続く「世界の工場」中国の台








えて、1977～85 年、1986～1995 年、1996～2005 年と期間を 3 分したそれぞれの伸び率につい
ても計算している。 
香港の 1977～2003 年の年平均伸び率は製造業全体で年率 2.3％となり、伸び率の業種間のばら
つきの幅は 0.2％（非鉄金属）～4.6％（電気・情報通信）となっている。期間別分析を見ると、
製造業全体では 1986～95 年までの年平均伸び率が一番高く、5.6％となっている。業種別に見て
も 1986～95 年までの伸び率が一番高いものが多い。 
韓国の場合、全期間の製造業全体の年平均伸び率は年率 2.5％、伸び率の業種間のばらつきの幅
は 0.6％（食品・飲料・タバコ）～4.2％（電気・情報通信）となった。期間別分析では、製造業
全体は香港同様に 1986～95 年までの年平均伸び率が一番高い（4.8％）。業種別に見ると、17 業






 タイの場合、1977～98 年までの製造業全体の年平均伸び率は 0.4％となり、伸び率の業種間の
ばらつきの幅は▲2.4％（木材・家具）～44.2％（医薬品他）となっている。期間別分析を見ると、
1986～95 年までの年平均伸び率が 1.8％と他の二期間と比べて高い。業種別に見ると、17 業種中、
13 業種が 1986～95 年の同伸び率が高い結果となっている。 
 マレーシアの全期間の製造業全体の年平均伸び率は 0.2％と計測した 7 カ国・地域の中で一番
低い結果となった。伸び率の業種間のばらつきの幅は▲1.0％（食品・飲料・タバコ）～石油化学・
同製品（8.6％）となった。期間別分析では製造業全体の場合、1977～85 年までの年平均伸び率
が 1.2％と一番高く、その後は低下している。業種別に見ても過半数の業種が 1977～85 年までの
同伸び率が一番高い。 
 インドネシアの場合、全期間の製造業全体の年平均伸び率は 1.7％と ASEAN の中では一番高
い。伸び率の業種間のばらつきの幅は▲3.0％（窯業・土石）～17.6％（石油化学・同製品）とな
っている。期間別分析を見ると、製造業全体では 1986～95 年、1996～2006 年の年平均伸び率が
 47 
 





業種中、11 業種が 1986～95 年までの同平均伸び率が高い結果となった。 
 参考までに行政院主計処が発表している台湾の製造業種別の全要素生産性を 17 業種に再編し
て計算した 1981～2001 年までの伸び率は 2.3％となった。伸び率の業種間のばらつきの幅は▲
1.6％（紙・紙製品・印刷）～4.7％（化学製品）となっている。 
 第 2 節で紹介した先行研究の結果と今回計測した全要素生産性伸び率は対象期間や計算手法が
異なるため、正確に比較することはできない。ただし、1970 年代半ばから 90 年までの全要素生
産性の伸び率についてトレンドを比較することは可能である。その結果は韓国、タイ、マレーシ
ア、インドネシアについては概して先行研究と一致していると言ってよい。 
 全要素生産性の伸び率について期間別にまとめると、1970 年代後半から 80 年代半ばまでにお
いて同伸び率が高い国（シンガポール、マレーシア、フィリピン）と 1980 年代半ばから 90 年代
半ばまでにおいて同伸び率が高い国・地域（香港、韓国、タイ、インドネシア）に分かれる。さ
らに 1970年代後半から 80年代半ばまでにおいて製造業全体の全要素生産性の伸び率が高い国で
も、1980 年代半ばから 90 年代半ばまでの方が同伸び率が高い業種が散見される。ただ 1990 年




（３）最近の NIEs・ASEAN の成長要因 要素投入か生産効率の改善か 
 経済成長に占める全要素生産性の影響力を把握するには、成長率に占める全要素生産性の伸び
率の割合（寄与率）を計測することが多い。これまで Young の一連の研究や Krugman の指摘に
よると、1990 年までのアジア地域の高い成長は、労働や資本などの要素投入によるところが大き
く、生産効率の改善など全要素生産性に関連する部分はかなり限定的であることを明らかにして




表 3-2(1)(2)(3)は 1970 年半ばから 2006 年までの期間延長して計測した寄与率の一覧である33。
NIEs の製造業全体の寄与率について香港は 811.6％、韓国は 21.5％、シンガポールは 20.0％、
台湾は 44.8％となっている。ちなみに、1977～1990 年まで区切って計測した同寄与率は、香港
（45.8％）を除いて、韓国 20.7％、シンガポール 22.2％、台湾 58.1％となり、2006 年まで延長
して寄与率を計測しても、寄与率は概ね横ばい、ないし低下することがわかる。次に、NIEs の製
造業全体の全要素生産性の寄与率について 1977～85 年、1986～95 年、1996～2006 年と対象期
間を 3 期間に分けて推移を見ると、シンガポールを除いて他の 3 国・地域について 1986～95 年
の寄与率は 1977～85 年のそれよりも増加していることが明らかとなった。業種別に見ても、1986
年以降の寄与率が 1977～85 年よりも増加した業種は、香港で 12 業種、韓国で 16 業種、シンガ
ポールで 10 業種、台湾で 11 業種に上る。一方、1996～2006 年の寄与率はその前の期間よりも
低下している。特に、韓国で 16 業種、台湾で 11 業種が寄与率の低下を経験している。この 1996
年以降の寄与率の低下が対象期間全体の寄与率の上昇幅を縮小させた。  
                                                   
32 Young(1994)の香港の産業全体、韓国、シンガポール、台湾の製造業の全要素生産性の伸びが付加価値の伸び
に占める割合（寄与率）はそれぞれ 25.0％、14.8％、ネガティブ、15.0％に過ぎない。ちなみに、香港は全産業
で 1976～91 年、韓国は 1975～90 年、シンガポール、台湾は 1970～90 年の期間平均で計算した。 
33 香港は 2003 年まで。タイは 1998 年まで。台湾は 2001 年までで計算している。 




製造業全体 ① ② ③ ④ ⑤






















韓国 1977－06 21.5% 12.1% 72.6% 38.6% 27.0% 8.4%
1977－85 15.1% 6.6% 38.4% 45.6% 25.7% 9.0%









シンガポール 1977－06 20.0% 33.9% 405.4% 92.0% 28.4% 16.9%






























































インドネシア 1977－06 13.1% 5.2% 18.2% 26.5% 14.9% 2.7%
1977－85 7.6% 2.2% 13.1% 13.8% 4.5%
マイナス
寄与
1986－95 12.7% 39.6% 12.7% 4.9% 15.4% 9.9%
1996－06 22.8% 3.5% 38.6% 81.8% 24.0% 22.4%











































    ③木材・家具、④紙・紙製品・印刷、⑤化学。プラス寄与とは付加価値額がﾏｲﾅｽの伸びで全要素生産性が
　  ﾌﾟﾗｽの伸びとなっていることを示す。またマイナス寄与とは付加価値の伸びがﾌﾟﾗｽで、全要素生産性の伸びが
    ﾏｲﾅｽとなっていることを示す。香港、インドネシアについて業種や期間によっては全要素生産性のデータが
    存在していない。また、1980年代後半以降の期間に寄与率が4割を超えた業種については色分けした。
出所：筆者作成
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(2)製造業種⑥～⑪
































21.2% 2.7% 24.1% 0.8%

















1977－85 19.9% 84.0% 151.7% 4.6% 15.3% 12.9%




139.3% 7.1% 79.9% 56.8% 54.2%















マレーシア 1977－06 4.3% 39.6% 2.1% 4.4% 24.6% 18.8%
1977－85 30.9% 21.6% 11.9% 23.7% 12.0%
マイナス
寄与































フィリピン 1977－06 23.1% 49.2% 24.6% 21.4% 31.2% 38.2%
1977－85 5.2% 95.2% 16.0% 10.3% 36.0% 24.7%







参考　台湾 1981－01 53.2% 10.8% 27.4% 92.1% 40.1% 40.1%
1981-85 82.2% マイナス寄与 65.2% 74.6% 76.6% 76.6%
1986-95 42.1% 24.1% 23.1% 95.1% 31.2% 31.2%
1996-01 35.0% 11.9% 223.0% 86.1% 18.4% 18.4%
注：ナンバリングは製造業17業種それぞれを指し、具体的には次の通り。⑥医薬品、⑦石油化学・同製品、
    ⑧ゴム・プラスチック製品、⑨窯業・土石製品、⑩鉄鋼、⑪非鉄金属。プラス寄与とは付加価値額がﾏｲﾅｽの伸び
　  で全要素生産性がﾌﾟﾗｽの伸びとなっていることを示す。またマイナス寄与とは付加価値の伸びがﾌﾟﾗｽで、全要素
    生産性の伸びがﾏｲﾅｽとなっていることを示す。香港、インドネシアについて業種や期間によっては全要素生産性
    のデータが存在していない。また、1980年代後半以降の期間に寄与率が4割を超えた業種については色分けした。
出所：筆者作成
  50 
 
(3)製造業種⑫～⑰





























韓国 1977－06 15.9% 17.1% 20.1% 16.9% 24.3% 51.0%
1977－85 16.3% 22.3% 21.6% 14.3% 24.9% 27.2%




7.4% 7.5% 6.2% 7.1% 47.1%
シンガポール1977－06 12.4% 4.9% 24.0% 15.8% 25.3% 39.2%
1977－85 24.8% 13.3% 20.9% 69.2% 81.1% 42.0%























マレーシア 1977－06 5.8% 6.1% 1.0% 14.5% 10.6%
マイナス
寄与






















11.2% 20.0% 25.8% 22.5% 19.1%
1977－85 20.0% 24.2% 14.0% 25.1% 1.0% 14.8%




7.4% 53.6% 34.7% 42.2% 46.3%
フィリピン 1977－06 43.4% 28.6% 21.0% 1.2% 14.5% 13.1%
1977－85 72.3% 58.6% 34.7% 40.3% 5.9%
マイナス
寄与












参考　台湾 1981－01 24.7% 40.9% 35.2% 22.2% 7.7% 110.3%
1981-85 22.3% 55.9% 55.7% 37.4% 84.3% 40.4%
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一方、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピンなど ASEAN についての製造業全
体の全要素生産性の寄与率は、それぞれ 2.0％、2.0％、13.1％、21.7％となり、概して ASEAN
の寄与率は NIEs に比べて小さい。次に 1977～1990 年までの同寄与率と比較すると、イン
ドネシアは 10.9％となり、2006 年まで延長して計測した方が大きくなるものの、他の
ASEAN は、タイ 3.4％、マレーシア 6.6％、フィリピン 49.2％となり、2006 年まで延長し
て計測しても寄与率は拡大するどころかむしろ縮小することとなる。ただ期間別計測を見
ると、1986 年以降の寄与率が 1977～85 年までのそれよりも増加した業種は、タイで 13
業種、マレーシアで 6 業種、インドネシアで 13 業種、フィリピンで 9 業種にも上っており、
ASEANでも1980年代半ば以降に生産効率の改善が進んだ業種が存在している。一方、1996
～2006 年までの ASEAN の寄与率を見ると、全要素生産性がマイナスに陥ったことで寄与
率がマイナスとなった業種が多く見られる。なかでも、マレーシアで 11 業種、タイとフィ





一方、1990 年代後半からの NIEs の寄与率の低下についてマクロ経済ショックによるもの
と考えられる。特に、韓国は 1997 年のアジア通貨危機で韓国経済が大混乱に陥った。加え




















Törnqvist 指数に基づく製造業種別の全要素生産性を 1976 年から 2006 年まで計測した。














国・地域においても 1990 年後半から 2000 年代にかけて同生産性が下方にシフトする動き
が、程度差はあれ、見られている。 
全要素生産性の伸び率についてNIEs の方が ASEAN に比べて製造業の同伸び率が高い。
ただし、期間別に見ると、1970 年代後半から 80 年代半ばまでの同伸び率が高い国（シン
ガポール、マレーシア、フィリピン）と 1980 年代半ばからの同伸び率が高い国・地域（香




1970 年代後半から 2006 年までの対象全期間について寄与率を算出すると、NIEs において
寄与率が高まっている一方、ASEAN では依然として限定的である。NIEｓの場合、1986
年～95 年の寄与率に限定すると、1977～85 年までのものよりも増加した国・地域が多かっ
た。また ASEAN の場合、1986 年以降の寄与率がそれ以前に比べて増加する業種が存在し
た。ただし、1996 年以降では、寄与率は NIEs、ASEAN を問わず業種横断的に低下してい
る。 




ウハウを修得したことがある。一方、NIEs・ASEAN を問わず 1990 年代後半の寄与率が低
下・マイナスとなった理由として、1990 年代半ばから 2000 年代にかけて全要素生産性の
下方シフトが挙げられる。 
全要素生産性の下方シフトが生じた理由について次の二点が挙げられる。第 1 点はマク




第 2 点は ASEAN のライバル国である新興国、なかでも中国の台頭がある。先進国の多
国籍企業が 1990 年代後半から多額の直接投資を中国に行い、その結果、ASEAN への直接
投資は低下し、技術等の知識の流入が減少した。そして多国籍企業の直接投資は「世界の
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第 4章 NIEs・ASEANにおける技術普及と生産性－製造業 17業種別分析－ 
 
1. はじめに 
 近年の NIEs・ASEAN の高成長を支えてきた要因の一つとして、NIEs・ASEAN の工程
間分業をベースにした貿易・投資の拡大が挙げられる。貿易・直接投資の自由化が進行し




















(2006 年時点) )、香港（27,439 ドル（同））、韓国（19,707 ドル（同））、台湾（16,491 ドル
（同））の NIEs サンプルと、一人当たり所得が比較的低いマレーシア（5,997 ドル（同））、
タイ（3,116 ドル（同））、インドネシア（1,643 ドル（同））、フィリピン（1,350 ドル（同））
の ASEAN サンプルに分けて先進国からの技術普及と生産性について分析する。 
第 2 点として、NIEs・ASEAN の工程間分業に基づく貿易・投資が活発化したのは、NIEs・
ASEAN の貿易投資の自由化の後の 1980 年代後半からである。1980 年代前半では貿易や
投資の伸び率はそれぞれ年率 5%、同 13%に過ぎないのに対して、80 年代後半に入ると、
同 21％、同 38％と 3～4 倍以上高まっており、その後も高い伸びを維持している。そこで、
1990 年より前と後で期間別に分析することで貿易・投資の高まりが技術普及を通じて生産
性上昇に与えた影響を把握したい。 
第 3 点として、近年の NIEs・ASEAN の貿易・投資は、一般機械、電気機械・情報通信
機械、輸送機械、精密機械などの研究開発集約的な機械産業を中心に行われている。NIEs・
ASEAN の貿易を業種別に見ても、機械産業の割合が全体の 49％を占めており、世界平均
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説し、第 3 節で本研究において取り扱うデータと実証モデルについて詳述する。第 4 節で
実証研究の結果を示し、さらに第 5 節で貿易政策の転換の影響について検討した上で、第 6
節で結論をまとめる35。 
 
2. NIEs・ASEAN における技術普及の先行研究について 
（１）NIEs・ASEAN に特化した先行研究 





1.987、タイは 2.124～2.128 と有意となっている。Okabe(2002)は NIEs と ASEAN の中の
7 カ国・地域のカントリーデータを用いて製造業輸入を通じた海外研究開発ストックの全要













諸国の方が NIEs よりも海外研究開発ストックの影響を受けている傾向が示される。 
 NIEs・ASEAN を個別に見ると、韓国、台湾、インドネシアの国内等で研究開発ストッ
クと技術普及に関する実証分析が蓄積している。まず韓国については、Kim and Park(2003)
が 1970～1996 年までの製造業 9 業種で技術普及分析を行っている。その結果、海外研究
開発ストックの係数に対する推定値は 0.076～0.182 と有意であった36。一方、Kwon(2003)
は 1987～96 年までの製造業 15 業種を使って技術普及分析を行ったが、国内研究開発支出
シェアの係数に対する推定値が 0.259～0.329 と有意であったのに対して、海外のそれは有
意でなかった37。ただし、その後の韓国の技術普及研究を見ると、海外研究開発ストックの
影響力が有意に確認されている。Singh(2006)は 1970-2000 年までの製造業 28 業種で技術
普及分析を行い、Kim and Park(2003)と同様、海外研究開発ストックの係数に対する推定
値が 0.077～0.103 と有意であることを示した。Kim, Maskus and Oh(2009)は、製造業 13
業種のデータを使って 1981～1999 年までの技術普及分析を行い、海外研究開発ストックの
係数に対する推定値が 0.03～0.261 と有意であった。 
台湾については Chen and Yang(2006)が 1990～1997 年までの 279 上場企業データを使
った研究開発ストックと技術普及分析を行い、海外研究開発ストックの係数に対する推定
                                                   
35 本章の 1～4 は日本国際経済学会第 67 回全国大会（2008 年）での発表に際して作成した論文を基にし
て新たな分析と大幅な加筆を行い、「アジア太平洋研究論集」第 27 号（2014 年 3 月）に掲載したものをベ
ースとしている。 
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値が 0.018～0.034 と有意であることを示した。Branstetter and Chen(2006)の、1986～
1995 年までの事業所 2636 ヶ所、1990～1997 年までの上場企業 279 企業のデータを使っ
て行った分析結果によると、海外研究開発ストックを示す技術輸入額の係数に対する推定
値はそれぞれ 0.006～0.013（事業所データ）、0.010～0.011（企業データ）と有意であった。
一方、1990～2003 年までの電機企業 219 企業データを使った Tseng(2008)では、技術輸入
額を用いて算出した海外知識ストックの係数に対する推定値は有意でなかった。最近では
Hsu and Chuang(2014)は 2003～2007年までのハイテク 334企業に限定して技術普及につ
いて分析したが、海外研究開発ストックの係数に対する推定値は 0.141～0.731 と有意であ
ることを示した。 














 Coe et al(2009)はCoe and Helpman(1995)と同じ先進国22カ国を取り上げ、期間を1971
年から 2004 年まで延長したデータを用いて技術普及の実証分析を行っている。それによる
と、自国の研究開発ストックの係数に対する推定値は 0.069 と 1971-90 年のサンプルでの
同推定値(0.076)よりも縮小するのに対して、海外研究開発ストックのそれは 0.206 と
1971-90 年のサンプルでの同推定値（0.186）より拡大する。いずれも統計的には有意であ
る。Acharya and Keller(2009)も 1980 年代と 90 年代に分けて輸入を経由した技術普及分
析を行ったところ、1990 年代の日米先進国の研究開発ストックの係数に対する推定値は有
意でそれぞれ 0.539、0.239 と 1980 年代（日米ともに有意であり、それぞれ 0.277、0.135）





東アジア・東南アジア 6 カ国・地域のカントリーデータを使った Ang and Madsen(2013)
の分析では、1955～2006、1965～2006、1975～2006、1985～2006 の 4 期間に分けて実
証分析を行っている。その結果、海外研究開発ストックの係数に対する推定値は有意とな
り、それぞれ 0.336、0.323、0.098、0.099 を示し、1975 年以降、同推定値が低下すること
を明らかにした。Singh(2006)の 1970～2000 年までの韓国 28 製造業業種のデータを対象
とした技術普及分析では、1970 年代、80 年代において有意であった海外研究開発ストック
は 1990 年代に入ると有意性が消失した。Jacob and Meister(2005)のインドネシア製造業
19 業種のデータを使って技術普及分析の中で、期間を前半（1980-87）と後半（1988-96）
に分けて実証分析を行っている。分析結果によると、前半では海外研究開発ストックの係
数に対する推定値は有意でないが、後半に入ると 0.253 と有意に転換した。Jacob and 
Szitmai(2007)は上記の期間と業種で海外研究開発ストックに技術間距離、国家の技術構造、
そして市場の集中度を考慮した説明変数を入れて期間前半と後半で技術普及分析を行った




入を経由する海外研究開発ストックの影響が増加する分析（Coe et al.(2009）、Acharya and 
Keller(2009)、Jacob and Meister(2005)、Jacob and Szitmai(2007))と同ストックの有意性
が消失する分析（van Pottelsberghe and Lichtenberg (2001)、Ang and Madsen(2013)、
Singh(2006)）に分かれる。1970 年代以降の NIEs・ASEAN に特化した技術普及分析では
同ストックの影響が増加する、もしくは、有意に転換するもの（Jacob and Meister(2005)、









と製造業全体の 0.314 よりも大きい（括弧内は推定値の標準誤差）。また Acharya and 
Keller(2009)も 1973～2002 年の先進国 17 カ国のデータを取り上げ、22 業種別に海外研究
開発ストックの生産性に及ぼす影響について分析している。業種によってばらつきがある
が、事務用機器・コンピューターが 0.715、通信機械が 0.844 になるなど概してハイテク産
業において海外（米国）の研究開発ストックの技術普及の影響力が大きくなることを明ら
かにしている39。Nishioka and Ripoll(2012)は、1995 年、2000 年、2005 年の 3 時点の、






東南アジア各国に特化した実証分析では、Jacob and Meister(2005)や Jacob and 










                                                   
38 ただし、これまでのモデルと異なって、非線形モデルをベースとしているため、ブートストラップ法に
よる推計を行っている。 
39 それぞれの標準誤差は 0.047、0.051 である。また米国製造業全体の研究開発ストックの係数に対する
推定値は 0.554 である。 
40 医薬品、テレビ・ラジオなど通信機械、精密機械の 3 業種 
41 化学、プラスチック・ゴム、一般機械、電気機械、造船、自動車、その他輸送機械の 7 業種 
42 食品・飲料・タバコ、繊維・アパレル・皮革、木材・家具、紙・紙製品・印刷物、窯業土石、鉄鋼、非
鉄金属、金属製品、その他製造業の 9 業種 




い（Acharya and Keller(2009)）。一方、先進国と途上国間の技術普及では Wang(2007)、
Nishioka and Ripoll(2012)、そしてインドネシア製造業に特化した Jacob and 
Szitmai(2007)のようにハイテク産業の技術普及力が強いことを示す分析もあるが、逆のケ





































44 データ出所は A. Nicita and M. Olarreaga (2006)。詳細は第 3 章第 3 節参照。 
45 先行研究を見ても、業種別デフレータの入手が容易な先進国に限った分析が多い。また Schiff and Wang
の一連の研究は途上国の業種別データを使用したものだが、使用している業種別デフレータについては確
認できなかった。 




韓国 台湾 香港 シンガポール
2006/1976 2001/1980 2003/1976 2006/1976
①食品、飲料・タバコ 1.163 1.670 1.097 1.467
②織物・衣類・皮革 2.093 0.807 1.950 2.290
③木製品・家具 2.167 1.167 1.244 1.326
④紙・紙製品・印刷 2.082 0.702 1.930 1.687
⑤化学製品（医薬品除く） 1.199 2.372 1.222 1.286
⑥医薬品等 1.724 2.655 1.193 1.061
⑦石油精製・石油化学品 0.908 0.824 NA 0.593
⑧ゴム・プラスチック製品 2.430 1.351 1.947 3.199
⑨窯業・土石製品 1.652 2.027 1.013 0.644
⑩鉄鋼 1.680 1.868 0.684 1.759
⑪非鉄金属 1.283 1.868 0.629 3.843
⑫金属製品 1.581 1.325 1.632 1.296
⑬一般機械（事務用機械含む） 2.513 1.944 2.589 1.197
⑭電気機械・情報通信機械 3.285 2.176 2.892 2.376
⑮輸送機械 2.344 1.086 1.870 1.376
⑯精密機械 3.002 1.044 2.484 2.190
⑰その他製造製品 1.872 1.567 1.739 1.524
タイ マレーシア インドネシア フィリピン
1998/1976 2006/1976 2006/1976 2006/1076
①食品、飲料・タバコ 0.644 0.731 1.665 1.025
②織物・衣類・皮革 0.956 1.030 1.662 1.353
③木製品・家具 0.464 0.954 1.105 1.725
④紙・紙製品・印刷 1.068 1.193 1.797 0.705
⑤化学製品（医薬品除く） 0.962 1.190 0.610 0.735
⑥医薬品等 1.018 1.037 1.989 0.917
⑦石油精製・石油化学品 0.582 1.671 NA 0.735
⑧ゴム・プラスチック製品 1.354 0.908 1.266 1.298
⑨窯業・土石製品 1.282 1.013 0.389 1.191
⑩鉄鋼 1.360 0.810 1.094 1.443
⑪非鉄金属 2.910 0.771 0.947 1.228
⑫金属製品 0.810 1.109 0.370 1.825
⑬一般機械（事務用機械含む） 1.272 0.953 1.808 1.309
⑭電気機械・情報通信機械 0.601 0.947 1.604 1.697
⑮輸送機械 1.477 1.301 3.002 0.781
⑯精密機械 1.492 1.390 2.276 1.286
⑰その他製造製品 0.860 0.970 1.812 1.026
注：生産性が二倍以上の伸びを示した業種のセルには色分けしている
出所：筆者作成






韓国 台湾 香港 シンガポール
2006/1976 2005/1980 2003/1976 2006/1976
製造業全体 3.052 2.588 2.266 2.340
①食品、飲料・タバコ 1.890 2.169 2.623 1.162
②織物・衣類・皮革 1.045 1.286 1.074 1.086
③木製品・家具 1.322 2.036 7.408 1.341
④紙・紙製品・印刷 3.261 1.945 3.088 4.094
⑤化学製品（医薬品除く） 2.609 2.042 2.541 2.507
⑥医薬品等 7.656 3.722 5.173 7.701
⑦石油精製・石油化学品 3.645 0.624 1.441 1.527
⑧ゴム・プラスチック製品 2.452 2.149 2.036 1.985
⑨窯業・土石製品 2.965 2.616 2.944 3.026
⑩鉄鋼 1.588 1.319 1.696 1.226
⑪非鉄金属 2.056 2.168 2.908 2.786
⑫金属製品 3.203 1.722 2.924 1.644
⑬一般機械（事務用機械含む） 3.529 3.492 4.822 3.429
⑭電気機械・情報通信機械 3.142 1.660 2.591 2.228
⑮輸送機械 2.480 4.063 1.066 1.490
⑯精密機械 7.898 4.303 8.044 10.196
⑰その他製造製品 3.200 1.822 1.978 3.440
製造業輸入のGDPシェア
（期間平均）
78.4% 65.6% 331.4% 233.2%
タイ マレーシア インドネシア フィリピン
1998/1976 2006/1976 2006/1976 2006/1976
製造業全体 2.431 2.318 2.606 2.308
①食品、飲料・タバコ 2.544 1.869 2.634 3.828
②織物・衣類・皮革 1.357 1.282 1.434 1.278
③木製品・家具 7.250 2.576 2.021 2.006
④紙・紙製品・印刷 3.396 3.221 3.000 1.294
⑤化学製品（医薬品除く） 2.427 2.180 2.163 2.189
⑥医薬品等 7.732 7.265 6.043 5.214
⑦石油精製・石油化学品 1.808 0.564 2.108 0.429
⑧ゴム・プラスチック製品 2.998 3.083 2.997 1.695
⑨窯業・土石製品 3.386 3.095 2.330 2.330
⑩鉄鋼 1.583 1.432 1.661 1.753
⑪非鉄金属 3.883 4.689 2.957 2.892
⑫金属製品 2.404 2.797 1.886 1.319
⑬一般機械（事務用機械含む） 5.377 2.953 5.082 3.829
⑭電気機械・情報通信機械 3.191 2.734 1.642 2.892
⑮輸送機械 1.112 1.307 1.852 1.147
⑯精密機械 6.772 7.682 7.265 6.410
⑰その他製造製品 3.411 3.121 2.465 1.868
製造業輸入のGDPシェア
（期間平均）
61.6% 142.7% 168.5% 81.2%
注：海外研究開発ストックが三倍以上の伸びを示した業種のセルには色分けしている
出所：筆者作成










上を達成したのは、インドネシアの 2 業種（⑮輸送機械、⑯精密機械）とタイの 1 業種（⑪
非鉄金属）だけである。全要素生産性の伸びの態様を見ると、対象期間中を通じて全要素
生産性が右肩上がりで推移している業種は NIEs に多い。一方、全要素生産性が右肩下がり





トックは 1976 年時点で 7,500 億ドル（1990 年時点購買力平価換算）であったが、2006 年
には 2 兆ドル（同）を超えている。これらの研究開発ストックについて NIEs・ASEAN の
先進国から輸入シェアでウェイト付けして積み上げたのが NIEs・ASEAN の海外研究開発
ストックである。二時点比較を表 4-2 に掲載した。対象期間において海外研究開発ストック
が 3 倍以上になった業種は国によって 3～9 業種存在する。NIEs だけでなく、ASEAN で
も海外研究開発ストックが積み上がってきている。また国別・業種別に見た製造業輸入の













                                                                    
・・・（4-1） 
                                    
    ：t 時点における c 国 i 業種の全要素生産性 
   ：t 時点の輸入を通じて得られる c 国 i 業種の海外研究開発ストック 
   ：国（c）、業種（i）、期間（t）のダミー（変量効果モデルにおいて） 
 
なお、c 国 i 業種の研究開発ストック f
citS は以下の方法によって積み上げて算出する 
                                                   
46 業種別全要素生産性の計測方法は第 3 章第 3 節参照。 
47 業種別の研究開発ストックは OECD の ANBERD データベースの研究開発投資をベースとして、恒久





















cit SmS  
   
  ：t 時点における c 国 i 業種の輸入全体に占める c’国からの輸入シェア 
  ：t 時点における c’国 i 業種の研究開発ストック 
 
モデル(4-1)では、先進国輸入を通じて得られる研究開発ストックの係数に対する推定値βf
＾正で有意を想定している。つまり、c 国 i 業種の海外研究開発ストック Scitfが増加すれば




Helpman(1995)と同様に、c 国 i 業種の輸入を同製造業付加価値で除したものの期間平均
Mci を上のモデルの対数化した海外研究開発ストック logScitf に掛け合わせることで調整を
行う。 
 
                                                                      ・・・（4-2） 
 



























-13.09 -6.38 404.77 419.98
0.00 0.00 0.00 0.00
-8.72 -1.64 379.06 411.65
0.00 0.05 0.00 0.00
-6.29 1.25 330.14 383.03
0.00 0.90 0.01 0.00
-25.08 -18.77 1004.78 1213.65


























パネル単位根検定では表中の 4 つの検定方法を取り上げる。4 つの検定方法は、大きく、
説明変数のクロスセクションの係数を同一とみなすか（Levin, Lin and Chu 検定）、クロス
セクションの係数を必ずしも同一でないものとしてみなすか（Im, Pesaran and Shin 検
定,ADF Fisher 検定, PP-Fisher 検定）という違いが前提にある。 
いずれの時系列データも Levin, Lin and Chu の検定方法ではパネル単位根を棄却する。
また、他の 3 つの検定方法では、「TFP」と「業種別輸出」について有意水準 5%でパネル
単位根が棄却できる。「先進 13 カ国研究開発ストック」と「先進国からの輸入シェア*先進





























R2 (overall) 0.269 0.277 0.500 0.503 0.156 0.157

























R2 (overall) 0.086 0.202 0.004 0.120 0.435 0.188






















韓国 台湾 香港 シンガポール
①食品、飲料・タバコ 0.00062 0.00100 0.00815 0.00310
②織物・衣類・皮革 0.00080 0.00066 0.01288 0.00265
③木製品・家具 0.00006 0.00015 0.00087 0.00028
④紙・紙製品・印刷 0.00046 0.00071 0.00385 0.00180
⑤化学製品（医薬品除く） 0.00250 0.00476 0.01158 0.00705
⑥医薬品等 0.00054 0.00099 0.00582 0.00400
⑦石油精製・石油化学品 0.00042 0.00049 0.00077 0.00160
⑧ゴム・プラスチック製品 0.00015 0.00028 0.00158 0.00132
⑨窯業・土石製品 0.00030 0.00042 0.00219 0.00183
⑩鉄鋼 0.00121 0.00136 0.00402 0.00431
⑪非鉄金属 0.00052 0.00120 0.00389 0.00159
⑫金属製品 0.00051 0.00068 0.00309 0.00339
⑬一般機械（事務用機械含む） 0.00446 0.00582 0.02513 0.02546
⑭電気機械・情報通信機械 0.00485 0.00726 0.04175 0.02940
⑮輸送機械 0.00160 0.00250 0.01226 0.01329
⑯精密機械 0.00108 0.00203 0.01084 0.00519
⑰その他製造製品 0.00023 0.00037 0.00702 0.00285
タイ マレーシア インドネシア フィリピン
①食品、飲料・タバコ 0.00072 0.00149 0.00097 0.00174
②織物・衣類・皮革 0.00043 0.00087 0.00077 0.00062
③木製品・家具 0.00004 0.00015 0.00007 0.00008
④紙・紙製品・印刷 0.00062 0.00143 0.00127 0.00107
⑤化学製品（医薬品除く） 0.00327 0.00490 0.00658 0.00396
⑥医薬品等 0.00090 0.00143 0.00147 0.00134
⑦石油精製・石油化学品 0.00025 0.00035 0.00062 0.00037
⑧ゴム・プラスチック製品 0.00050 0.00069 0.00045 0.00066
⑨窯業・土石製品 0.00033 0.00079 0.00066 0.00032
⑩鉄鋼 0.00196 0.00369 0.00403 0.00174
⑪非鉄金属 0.00051 0.00171 0.00055 0.00046
⑫金属製品 0.00121 0.00184 0.00222 0.00099
⑬一般機械（事務用機械含む） 0.00712 0.01305 0.01352 0.00770
⑭電気機械・情報通信機械 0.00550 0.02230 0.00547 0.01166
⑮輸送機械 0.00437 0.00904 0.00794 0.00424
⑯精密機械 0.00071 0.00237 0.00103 0.00081
⑰その他製造製品 0.00046 0.00064 0.00020 0.00020
出所：表4-4をもとにして、筆者が作成













NIEs・ASEAN 別の分析（表 4-4(3)～(6)）では、NIEs においては海外研究開発ストッ
クの係数に対する推定値はプラスで有意となったが、ASEAN においては同ストックのそれ
はプラスであったが有意ではなかった。モデルの説明力も NIEs の方が高い。この分析結果





























0.036 0.082 0.079 0.078
0.032 0.027 0.035 0.046
*** ** *
0.793 3.736 -0.316 3.074
0.106 0.458 0.171 0.828
*** *** * ***
R2 (overall) 0.479 0.071 0.837 0.053 0.553 0.551 0.538 0.006

















0.076 0.146 0.033 -0.041
0.046 0.029 0.037 0.108
***
0.698 -0.289 -0.045 1.211
0.431 0.256 0.598 1.405
R2 (overall) 0.340 0.340 0.013 0.429 0.503 0.502 0.565 0.566












































                                                   





























0.068 0.120 -0.070 -0.079
0.026 0.031 0.042 0.100
*** ***
0.040 0.530 -0.523 0.039
0.023 0.375 0.571 0.040
*
R2 (overall) 0.004 0.120 0.003 0.026 0.237 0.020 0.000 0.244











































-0.151 0.063 -0.049 -0.049
0.138 0.157 0.068 0.124
-0.807 0.436 -0.595 0.983
0.245 0.215 0.405 0.315
*** ** ***
R2 (overall) 0.537 0.561 0.666 0.674 0.565 0.569 0.635 0.654



































そこで NIEs・ASEAN は割高な輸入価格を是正するなど輸出促進を目的とした貿易自由 
化に舵を切っている。NIEs では 1950 年代から 1960 年代にかけて、ASEAN においては 
1970年代から 80年代にかけて輸入代替から輸出促進に貿易政策の重心をシフトしている。 
 こうした政策転換を受けて、香港を除き、NIEs・ASEAN の輸出が飛躍的に増大してい
る（図 4-1、4-2）。1990 年の輸出水準から、香港を除く NIEs について 2006 年時点で 3 倍











                                                   
50 1990 年時点の香港、シンガポール、韓国、台湾の輸出水準を 100 とすると、2006 年時点にはそれぞれ
134、422、586、316 まで拡大する。 
51 1990 年時点のタイ、マレーシア、インドネシア、フィリピンの輸出水準を 100 とすると、2006 年時点





































 NIEs・ASEAN の業種別輸出額データは 2004 年までは A. Nicita and M. 
Olarreaga(2006)の Trade, Production and Protection 1976-2004 データベースから入手
し、2005 年と 2006 年については国連の COMTRADE データベースから入手した。 
 分析結果は表 4-9 の通りである。(4)の NIEs のサンプルについて業種別輸出額変数の係

















0.046 0.048 0.034 0.030 0.019 0.026
0.017 0.017 0.015 0.015 0.054 0.054




R2 0.263 0.264 0.491 0.482 0.144 0.144
N 3450 3450 1818 1818 1632 1632
注：固定効果モデルか変量効果モデルかの選択についてハウスマン検定等により(2)(4)(6)は変量効果モデルを選択した。





















4.560 1.432 -0.615 0.792 1.223 -0.130 0.589 0.730
0.510 0.911 0.205 0.113 1.793 0.281 0.487 0.693
*** *** ***
-0.038 0.102 0.069 0.057 -0.014 -0.037 0.020 -0.060
0.009 0.026 0.021 0.028 0.051 0.015 0.013 0.018
*** *** *** ** ** ***
R2 0.861 0.574 0.548 0.078 0.002 0.060 0.333 0.501
N 510 357 510 441 203 493 477 459
注：固定効果モデルか変量効果モデルかの選択についてハウスマン検定等により(1)(2)(3)(7)(8)は変量効果モデルを選択した。
















citcit DDDSMF   logexplog
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及は NIEs の一部を中心に依然として存在していることが明らかである。 
 
































                                                   
52 ちなみに世界輸入に占める業種別輸出シェアを説明変数として分析すると、8 カ国・地域及び NIEs の
サンプルにおいて同変数の係数に対する推定値がプラスで有意となり、ASEAN サンプルにおいては有意
とならなかった。 











ては、主に NIEs において政策転換による輸出増が生産性上昇をもたらしたが、ASEAN で
は生産性に何ら影響を与えていなかった。このことは、政策転換だけでなく政策実施など
の統治能力の高さなども生産性上昇に関係していたことがいえよう。しかし、先進国から
の技術普及は政策転換とは関係なく NIEs のいくつかの国・地域で依然として確認される。 
 1990 年代後半以降の世界市場における中国の台頭が NIEs・ASEAN の業種別生産性に影





かった。この中国台頭が 1990 年代後半以降の先進国から ASEAN・NIES への技術普及に
どのような影響を与えていたのかについて正確に分析することは今後の研究課題としたい。 
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本章の構成は、第 2 節で経路別技術普及分析の先行研究を紹介し、第 3 節で本研究にお
いて取り扱うデータと実証モデルについて解説したい。第 4 節で実証研究の結果を示し、
第 5 節で結論を述べる。 
 
2. 経路別に見た技術普及に関する先行研究について 











Keller(2000)(2002b)、Schiff and Wang(2006)、Nishioka and Ripoll(2012)が存在する。 
Keller(2000)は、1970～1991 年までの 8 カ国の OECD 諸国の製造業 6 業種データを使



















トック NRD の係数に対する推定値は 0.16 と正で有意となっており、Coe, Helpman,and 
Hoffmaister(1997)のそれ（0.058）よりも大きい。これほどの差が生じた理由として、Schiff 
                                                   
53 Keller(2002b)の国内研究開発ストックの技術普及力が海外等に比べて相対的に大きいという分析結果
に対して、Nishioka and Ripoll(2012)は Keller(2002b)の実証分析のベースとなる非線形モデルの定式化が
影響しているとした。 
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（Keller(2000)(2002b)、Schiff and Wang(2006)、Nishioka and Ripoll(2012)、Kim and 









Helpman and Hoffmaister(1997)と Xu and Wang(1999)ぐらいしか見当たらない54。Coe, 
Helpman and Hoffmaister(1997)はCoe and Helpman (1995)の途上国を分析対象国として
実証分析を行ったものだが、その中で、技術普及の経路としての輸入について機械輸入に
                                                   
54 一時点の複数カントリーデータから各国の生産性相違における輸入資本財の役割について論じたもの
に Eaton and Kortum(2001)がある。彼らは、世界 34 カ国の生産性の相違について技術情報が含まれた輸
入資本財の相対的な価格水準の違いがこれらの生産性相違の 26％を説明するとしており、輸入資本財の価
格が国によって異なる理由として、資本財の貿易障壁にあるとした。 



























van Pottelsberghe and Lichtenberg (2001)は、Coe and Helpman（1995）モデルをベー




と有意であったが、対内直接投資のそれは有意とならなかった56。また 1970 年代と 80 年
代に分けて分析したところ、輸入でウェイト付けした海外研究開発ストックの係数に対す
る推定値は有意であったが、1970 年代（0.136）の方が 1980 年代（0.071）よりも大きく、
対外直接投資でウェイト付けしたその推定値についても有意であったが、1980 年代（0.050）





意）よりも小さくなった。Xu(2000)は 1966～94 年までの海外 40 カ国（途上国を含む）に
                                                   




56 その後の先進国間を対象とする直接投資を経由する技術普及分析は、Lee(2006)、Zhu and Jeon(2007)、
Hafner(2008)がある。いずれも時系列分析手法を用いており、分析結果は、van Pottelsberghe and 
Lichetenberg(2001)と異なり、対内直接投資変数の係数に対する推定値は正で有意となっている。 













ことはできなかった。1955～2006 年までの OECD・アジア 26 カ国のカントリーデータを
























の推定値は 0.123 となる。G6 からの輸入全体に占める日本の輸入は 11％であることから、
輸入経由の日本の研究開発ストックの影響力は 0.123×0.11=0.013 となる。これは、日本
からの技術普及力全体の 5％（=0.013/(0.013+0.252)）にすぎない。Ang and Madsen(2013)
は、輸入や対内直接投資などの経路に加えて、先進国の研究開発ストックを単純積み上げ
したものを説明変数として加えている。同分析結果によると、同係数に対する推定値は












（van Pottelsberghe and Lichtenberg (2001)）でも先進国・途上国間（Okabe(2002)、Ang 
and Madsen(2013)）でも同様である。業種別データでは、データ制約もあって経路に直接
焦点を当てた分析が困難である。一方、輸入経由と輸入以外に分けた技術普及分析を試み
たものがある（Acharya and Keller(2009)、Ang and Madsen(2013)）。なかでも Ang and 






 第 4 章と同じく、1976 から 2006 年まで（国や業種によって始期と終期に相違がある）
の NIEs・ASEAN8 カ国・地域（香港、韓国、台湾、シンガポール、タイ、マレーシア、
フィリピン、インドネシア）の製造業 17 業種59データに基づている。NIEs・ASEAN の業
種別全要素生産性は A. Nicita and M. Olarreaga(2006)の Trade, Production and 




資本財の輸入額である。両財の輸入額については、OECD が発表している Bilateral Trade 
in Goods by Industry and End-use Category の中で扱っている。Bilateral Trade in Goods 
by Industry and End-use Category は、1995 年から業種別二国間貿易の総額だけでなく、

















                                                   





















製造業全体 48,693,139 3.9% 64.7% 36,214,834 2.6% 56.9%
①食品、飲料・タバコ 982,831 -3.5% 35.8% 454,552 -1.2% 23.6%
②織物・衣類・皮革 1,037,904 -6.4% 63.1% 553,553 -7.5% 51.4%
③木製品・家具 177,240 -5.0% 97.7% 111,874 -9.0% 98.4%
④紙・紙製品・印刷 1,026,435 -2.9% 73.1% 910,483 -3.8% 69.4%
⑤化学製品（医薬品除く） 9,997,416 4.8% 93.3% 9,266,368 3.7% 92.4%
⑥医薬品等 671,159 7.7% 65.9% 253,793 -1.5% 33.6%
⑦石油精製・石油化学品 718,179 -4.1% 99.1% 268,526 -6.7% 70.0%
⑧ゴム・プラスチック製品 1,357,171 10.0% 88.3% 1,158,884 9.3% 85.0%
⑨窯業・土石製品 1,255,742 6.1% 94.0% 1,011,149 6.7% 96.0%
⑩鉄鋼 3,966,770 8.0% 100.0% 2,279,436 0.2% 100.0%
⑪非鉄金属 2,456,807 4.8% 99.9% 1,830,805 4.1% 99.9%
⑫金属製品 1,069,973 3.9% 73.4% 649,654 1.4% 72.5%
⑬一般機械（事務用機械含む） 4,651,055 2.2% 29.2% 3,094,100 5.1% 22.2%
⑭電気機械・情報通信機械 14,561,822 3.8% 81.2% 10,817,907 1.9% 77.5%
⑮輸送機械 2,797,814 1.4% 60.4% 1,825,197 -2.1% 40.3%
⑯精密機械 1,799,420 12.0% 27.1% 1,624,554 10.9% 26.4%
⑰その他製造製品 165,403 0.5% 18.3% 103,999 -3.7% 5.3%
注：期間とは1995年から2006年まで。伸び率については1995年から2006年までの幾何平均をとった。















製造業全体 34,028,229 2.0% 60.2% 36,158,230 3.0% 65.0%
①食品、飲料・タバコ 274,499 -1.9% 9.7% 107,255 -0.9% 7.1%
②織物・衣類・皮革 2,510,993 0.0% 60.5% 212,222 -9.6% 33.0%
③木製品・家具 204,271 0.2% 96.6% 23,748 -6.9% 91.7%
④紙・紙製品・印刷 1,149,521 -7.6% 81.9% 546,130 -2.9% 66.8%
⑤化学製品（医薬品除く） 4,446,322 -1.3% 85.7% 4,433,319 2.3% 75.3%
⑥医薬品等 189,687 -11.0% 35.5% 450,300 18.4% 67.7%
⑦石油精製・石油化学品 184,825 -5.8% 100.0% 752,548 11.8% 100.0%
⑧ゴム・プラスチック製品 789,198 3.5% 80.1% 745,369 1.3% 83.1%
⑨窯業・土石製品 632,409 -5.6% 91.4% 506,525 -5.6% 92.4%
⑩鉄鋼 1,368,107 -3.3% 100.0% 1,134,030 1.5% 100.0%
⑪非鉄金属 1,217,245 -6.1% 100.0% 848,393 2.5% 100.0%
⑫金属製品 563,228 -5.1% 82.7% 1,006,534 2.3% 85.8%
⑬一般機械（事務用機械含む） 4,731,681 3.8% 49.6% 7,457,369 4.1% 54.9%
⑭電気機械・情報通信機械 12,244,531 6.7% 72.2% 13,735,634 0.6% 81.9%
⑮輸送機械 1,351,156 -1.2% 29.6% 3,050,206 11.2% 46.4%
⑯精密機械 1,947,761 1.0% 51.1% 1,047,809 9.9% 33.4%
⑰その他製造製品 222,796 -2.0% 10.1% 100,839 -1.1% 14.6%
注：期間とは1995年から2006年まで。伸び率については1995年から2006年までの幾何平均をとった。
出所：OECD, "Bilateral Trade in Goods by Industry and End-use Category"
香港 シンガポール


















製造業全体 28,895,187 2.0% 68.6% 27,192,261 2.0% 71.7%
①食品、飲料・タバコ 439,319 -0.4% 39.8% 175,907 0.0% 32.7%
②織物・衣類・皮革 907,012 -0.8% 89.1% 166,011 -6.2% 78.1%
③木製品・家具 52,861 -0.3% 98.6% 51,914 4.2% 98.7%
④紙・紙製品・印刷 629,649 2.4% 82.4% 571,564 -2.3% 86.9%
⑤化学製品（医薬品除く） 4,933,665 5.1% 88.5% 2,482,786 0.6% 90.8%
⑥医薬品等 219,300 0.8% 48.7% 79,152 4.2% 33.1%
⑦石油精製・石油化学品 557,640 -6.2% 100.0% 92,079 12.4% 99.9%
⑧ゴム・プラスチック製品 939,393 4.9% 62.0% 411,103 2.7% 64.8%
⑨窯業・土石製品 400,876 1.0% 97.6% 335,275 -4.8% 93.3%
⑩鉄鋼 2,704,936 6.6% 100.0% 1,520,962 3.3% 100.0%
⑪非鉄金属 902,041 7.3% 100.0% 942,747 4.4% 99.9%
⑫金属製品 1,768,903 3.7% 92.8% 627,479 1.9% 84.9%
⑬一般機械（事務用機械含む） 2,768,482 -1.5% 33.1% 2,660,606 0.4% 40.7%
⑭電気機械・情報通信機械 8,622,462 3.7% 77.7% 15,345,184 2.3% 90.3%
⑮輸送機械 2,651,087 0.1% 64.9% 978,573 5.3% 26.3%
⑯精密機械 295,324 5.0% 24.0% 653,265 5.8% 39.5%
⑰その他製造製品 102,235 4.8% 27.0% 97,654 0.6% 33.3%
注：期間とは1995年から2006年まで。伸び率については1995年から2006年までの幾何平均をとった。















製造業全体 9,080,351 -3.7% 65.8% 13,892,325 3.9% 76.2%
①食品、飲料・タバコ 328,287 0.9% 66.8% 264,665 3.4% 45.8%
②織物・衣類・皮革 208,033 -5.0% 87.5% 156,004 -3.5% 78.8%
③木製品・家具 41,870 9.5% 99.0% 43,366 -5.5% 91.2%
④紙・紙製品・印刷 292,409 -2.3% 90.8% 209,700 -0.5% 76.7%
⑤化学製品（医薬品除く） 2,417,832 -3.6% 98.0% 841,023 0.5% 83.8%
⑥医薬品等 139,418 -2.4% 70.3% 77,881 -0.1% 32.9%
⑦石油精製・石油化学品 103,310 -4.2% 99.9% 45,212 -3.0% 91.7%
⑧ゴム・プラスチック製品 202,383 3.9% 91.8% 282,697 -1.7% 81.6%
⑨窯業・土石製品 135,452 -6.7% 97.5% 69,335 -6.3% 87.8%
⑩鉄鋼 798,588 -1.1% 100.0% 279,034 -1.8% 91.7%
⑪非鉄金属 139,850 -1.7% 100.0% 108,542 4.2% 91.7%
⑫金属製品 329,706 0.1% 76.2% 152,164 -0.5% 80.9%
⑬一般機械（事務用機械含む） 1,461,145 -1.7% 35.5% 2,350,060 1.6% 66.2%
⑭電気機械・情報通信機械 716,799 -6.1% 49.4% 8,328,227 6.5% 87.6%
⑮輸送機械 1,649,945 -8.6% 72.6% 425,054 -0.8% 35.5%
⑯精密機械 77,520 -5.0% 25.9% 238,022 5.1% 49.0%
⑰その他製造製品 37,806 -2.5% 50.9% 21,340 -3.4% 27.2%
注：期間とは1995年から2006年まで。伸び率については1995年から2006年までの幾何平均をとった。
出所：OECD, "Bilateral Trade in Goods by Industry and End-use Category"
インドネシア フィリピン





















製造業全体 18,584,530 2.0% 24.7% 17,862,504 4.6% 28.1%
⑤化学製品（医薬品除く） 6,288 -40.5% 0.1%
⑪非鉄金属 1,650 -1.5% 0.1% 1,762 7.1% 0.1%
⑫金属製品 301,430 4.2% 20.7% 216,963 -2.9% 24.2%
⑬一般機械（事務用機械含む） 9,631,930 0.1% 60.4% 9,399,609 4.3% 67.4%
⑭電気機械・情報通信機械 2,706,975 6.1% 15.1% 2,398,663 2.8% 17.2%
⑮輸送機械 1,224,480 1.3% 26.4% 1,373,313 0.1% 30.3%
⑯精密機械 4,590,307 5.3% 69.2% 4,385,192 8.8% 71.2%
⑰その他製造製品 121,469 -11.1% 13.4% 87,003 -10.2% 4.4%
注：期間とは1995年から2006年まで。伸び率については1995年から2006年までの幾何平均をとった。

















製造業全体 8,821,282 -1.0% 15.6% 10,639,763 0.3% 19.1%
⑤化学製品（医薬品除く） 10
⑪非鉄金属 189 -43.7% 0.0% 188 20.3% 0.0%
⑫金属製品 54,033 -7.3% 7.9% 111,050 4.2% 9.5%
⑬一般機械（事務用機械含む） 3,403,393 -1.0% 35.7% 4,229,713 0.3% 31.1%
⑭電気機械・情報通信機械 2,352,222 -2.6% 13.9% 2,135,880 -5.7% 12.7%
⑮輸送機械 1,239,154 -10.3% 27.2% 2,235,250 4.2% 34.0%
⑯精密機械 1,422,870 6.8% 37.3% 1,824,299 4.1% 58.2%
⑰その他製造製品 349,421 16.9% 15.8% 103,374 -3.7% 15.0%
注：期間とは1995年から2006年まで。伸び率については1995年から2006年までの幾何平均をとった。

















製造業全体 8,677,527 -1.0% 20.6% 7,392,789 -4.2% 19.5%
⑤化学製品（医薬品除く） 4 0.0% 49 -16.3% 0.0%
⑪非鉄金属 267 -1.5% 0.0% 1,216 26.1% 0.1%
⑫金属製品 118,728 -1.4% 6.2% 68,023 0.4% 9.2%
⑬一般機械（事務用機械含む） 4,927,542 -2.0% 58.9% 3,371,102 -6.3% 51.6%
⑭電気機械・情報通信機械 1,722,526 1.7% 15.5% 1,227,872 -1.6% 7.2%
⑮輸送機械 1,006,627 -4.9% 24.6% 1,689,894 -6.5% 45.4%
⑯精密機械 880,041 4.2% 71.6% 942,491 5.3% 57.0%
⑰その他製造製品 21,792 1.0% 5.8% 92,144 3.3% 31.4%
注：期間とは1995年から2006年まで。伸び率については1995年から2006年までの幾何平均をとった。
出所：OECD, "Bilateral Trade in Goods by Industry and End-use Category"
タイ マレーシア





ているアセアン国際産業連関表 1975 年版、アジア国際産業連関表 1990 年版、同 1995 年




































製造業全体 3,822,078 -4.3% 27.7% 2,010,824 -7.6% 11.0%
⑤化学製品（医薬品除く） 97 -9.6% 0.0%
⑪非鉄金属
⑫金属製品 97,197 -7.9% 22.5% 18,007 -14.1% 9.6%
⑬一般機械（事務用機械含む） 2,511,576 -6.5% 61.0% 916,147 -8.2% 25.8%
⑭電気機械・情報通信機械 475,484 -9.8% 32.7% 359,651 -12.8% 3.8%
⑮輸送機械 505,321 6.7% 22.2% 481,631 -7.2% 40.2%
⑯精密機械 216,796 -4.0% 72.5% 219,467 2.6% 45.2%
⑰その他製造製品 15,608 -12.1% 21.0% 15,920 0.2% 20.3%
注：期間とは1995年から2006年まで。伸び率については1995年から2006年までの幾何平均をとった。
出所：OECD, "Bilateral Trade in Goods by Industry and End-use Category"
インドネシア フィリピン


















製造業全体 32,444,742 12.0% 7.3% 32,266,781 5.4% 11.2%
①食品、飲料・タバコ 644,667 8.4% 1.4% 448,148 0.5% 2.1%
②織物・衣類・皮革 1,735,039 5.4% 5.6% 1,131,642 -0.4% 5.1%
③木製品・家具 140,502 10.8% 2.2% 104,635 -5.0% 3.5%
④紙・紙製品・印刷 893,502 9.3% 6.7% 956,160 2.6% 9.0%
⑤化学製品（医薬品除く） 3,553,558 12.0% 12.4% 4,170,884 7.7% 16.4%
⑥医薬品等 1,134,970 7.3% 10.5% 913,231 -9.0% 15.0%
⑦石油精製・石油化学品 191,690 11.1% 0.7% 38,237 -9.3% 0.5%
⑧ゴム・プラスチック製品 1,186,585 12.1% 8.7% 1,347,463 5.0% 9.0%
⑨窯業・土石製品 412,383 16.2% 2.7% 306,499 -0.1% 3.9%
⑩鉄鋼 2,259,747 10.6% 7.9% 1,451,141 7.0% 6.6%
⑪非鉄金属 1,004,169 14.3% 11.1% 1,058,949 -1.9% 11.9%
⑫金属製品 648,051 9.8% 5.6% 1,047,729 5.4% 10.1%
⑬一般機械（事務用機械含む） 2,645,209 14.6% 8.4% 3,012,432 2.1% 12.4%
⑭電気機械・情報通信機械 11,235,820 15.4% 16.6% 12,764,161 9.2% 20.0%
⑮輸送機械 4,087,915 14.3% 9.2% 2,569,491 2.8% 13.1%
⑯精密機械 449,737 11.6% 13.2% 505,775 4.0% 20.5%











製造業全体 12,031,571 8.5% 15.8%
①食品、飲料・タバコ 180,150 3.8% 7.9%
②織物・衣類・皮革 96,452 0.7% 9.2%
③木製品・家具 60,924 -3.5% 11.7%
④紙・紙製品・印刷 309,492 7.1% 18.4%
⑤化学製品（医薬品除く） 686,435 11.3% 17.9%
⑥医薬品等 287,874 7.4% 14.2%
⑦石油精製・石油化学品 554,052 15.0% 3.7%
⑧ゴム・プラスチック製品 344,657 13.8% 17.2%
⑨窯業・土石製品 90,189 6.4% 11.1%
⑩鉄鋼 84,750 7.4% 22.7%
⑪非鉄金属 106,186 6.7% 17.6%
⑫金属製品 510,003 6.6% 20.4%
⑬一般機械（事務用機械含む） 894,450 8.0% 23.1%
⑭電気機械・情報通信機械 6,730,133 10.1% 21.7%
⑮輸送機械 777,282 8.6% 20.0%
⑯精密機械 249,257 6.6% 24.5%





















製造業全体 12,379,741 13.1% 8.8% 12,380,469 14.0% 10.8%
①食品、飲料・タバコ 607,654 14.2% 2.1% 276,318 9.3% 2.0%
②織物・衣類・皮革 779,945 8.0% 4.3% 219,916 4.2% 7.9%
③木製品・家具 76,041 12.2% 2.2% 169,146 10.7% 3.5%
④紙・紙製品・印刷 348,464 12.6% 10.2% 244,008 8.2% 13.2%
⑤化学製品（医薬品除く） 535,017 15.4% 10.6% 318,652 12.5% 8.6%
⑥医薬品等 224,279 6.2% 10.8% 78,439 2.1% 9.1%
⑦石油精製・石油化学品 38,922 9.0% 0.5% 126,646 15.6% 1.6%
⑧ゴム・プラスチック製品 341,042 14.8% 5.3% 407,571 10.0% 6.3%
⑨窯業・土石製品 155,504 15.4% 3.0% 103,105 11.0% 4.2%
⑩鉄鋼 375,430 10.5% 12.3% 309,084 14.3% 11.9%
⑪非鉄金属 35,652 8.0% 5.8% 383,467 18.6% 6.7%
⑫金属製品 413,996 11.5% 14.7% 235,480 6.8% 15.5%
⑬一般機械（事務用機械含む） 838,068 9.6% 21.9% 528,437 11.4% 16.7%
⑭電気機械・情報通信機械 4,097,445 21.2% 21.3% 7,354,855 19.1% 19.6%
⑮輸送機械 2,692,431 12.6% 20.5% 859,969 12.9% 19.9%
⑯精密機械 234,720 21.6% 11.3% 269,329 16.4% 14.9%

















製造業全体 4,945,383 6.9% 4.7% 4,657,091 8.3% 7.5%
①食品、飲料・タバコ 136,184 7.2% 0.4% 189,005 6.5% 0.9%
②織物・衣類・皮革 451,049 3.9% 4.4% 271,295 1.1% 6.5%
③木製品・家具 63,931 5.8% 1.2% 52,038 11.0% 2.8%
④紙・紙製品・印刷 258,394 7.3% 6.8% 108,189 4.2% 10.3%
⑤化学製品（医薬品除く） 380,968 12.9% 8.3% 160,606 6.7% 11.3%
⑥医薬品等 219,010 3.3% 9.7% 157,738 2.7% 10.6%
⑦石油精製・石油化学品 5,722 -3.2% 0.3% 37,569 7.6% 0.8%
⑧ゴム・プラスチック製品 400,393 12.5% 6.5% 152,589 7.3% 11.2%
⑨窯業・土石製品 36,456 5.8% 1.8% 34,195 7.1% 2.9%
⑩鉄鋼 90,120 10.3% 7.3% 75,946 -5.2% 9.8%
⑪非鉄金属 25,544 8.3% 2.0% 20,157 -10.3% 2.8%
⑫金属製品 222,175 3.5% 11.2% 87,525 3.8% 8.2%
⑬一般機械（事務用機械含む） 988,825 9.7% 27.7% 296,288 8.2% 17.2%
⑭電気機械・情報通信機械 540,040 12.9% 13.4% 2,401,583 21.8% 18.5%
⑮輸送機械 1,057,332 5.2% 12.0% 412,082 5.9% 18.5%
⑯精密機械 27,315 13.9% 9.8% 169,273 20.7% 10.6%








Coe and Helpman(1995)で用いられた分析モデルをベースとして第 4 章で採用したもの 
を本章でも採用する。なお、パネルデータを扱っているため、モデル選択を行う必要があ
り、ハウスマン検定等を用いてモデルを決定している。 
                                                                    
・・・（5-1） 
                                    
    ：t 時点における c 国 i 業種の全要素生産性 
   ：t 時点の中間財輸入を通じて得られる c 国 i 業種の海外研究開発ストック 
   ：国（c）、業種（i）、期間（t）のダミー（変量効果モデルにおいて） 
 





    ：t 時点における c 国 i 業種の中間財輸入全体に占める c’国からの同輸入シェア 
    ：t 時点における c’国 i 業種の研究開発ストック 
 
モデル(5-1)では、先進国からの中間財輸入を通じて得られる研究開発ストックの係数に対
する推定値  βfm^は正で有意であるとしている。c 国 i 業種の海外研究開発ストック Scitfm
が増加すればするほど、先進国からの技術普及が増し、c 国 i 業種の全要素生産性 Fcitが上
昇することとなる。 




                                                                      ・・・（5-2） 
 







を算出する。日米 EU など海外先進国から投入された i 業種の中間財はアジア国際産業連関
表から抽出することができる。モデルは（5-1）に準拠するが、中間財の取引を通じて得ら
れる c 国 i 業種の研究開発ストックの算出について以下の通りとなる、 
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   ：t 時点の海外からの中間財投入を通じて得られる c 国 i 業種の研究開発ストック 

















    ：c’国 i’業種から投入された c 国 i 業種の中間財輸入額（期間平均） 








実証モデルは（5-1）に準拠するが、資本財の取引を通じて得られる C 国 i 業種の研究開
発ストックの算出について以下の通りとなる、 
 
                                   ・・・(5-5) 
 
   
 
 
   ：t 時点における c 国 i 業種の全要素生産性 
   ：t 時点の海外からの資本財投入を通じて得られる c 国 i 業種の海外研究開発ストッ 
    ク 
     ：t 時点における c’国（日米欧）i’業種から投入された c 国 i 業種の資本財投入額 
を日米欧の製造業付加価値で除したもの 
    ：t 時点における c’国 i 業種の研究開発ストック 
    ：国（c）、業種（i）、期間（t）のダミー（変量効果モデルにおいて） 
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   ：t 時点の海外からの中間財投入を通じて得られる c 国 i 業種の海外研究開発ストッ
ク 









いるため、Coe and Helpman の手法では研究開発ストックの積み上げのウェイトがどの産
業においてもすべて同一となってしまい、現実に即さない。そこで、積み上げウェイトと
して、Lichtenberg and van Pottelsberghe(1998)の手法に基づき、日米欧の資本財輸入額
を日米欧の GDP でそれぞれ除したものをウェイトとして用いることにする。この手法では









    
・・・（5-7） 
 
  ：t 時点における c 国 i 業種の全要素生産性 
  ：t 時点における i 業種の先進国研究開発ストックを単純積み上げしたもの  
    ：c 国 i 業種の輸入を c 国製造業付加価値で除したもの（期間平均） 
    ：t 時点の輸入を通じて得られる c 国 i 業種の海外研究開発ストック 






































 表 5-2 は本章で取り扱う時系列データ全てについてパネル単位根検定を行ったものであ
る。TFP データについては前章でパネル単位根検定を行い、棄却していることから表 5-2
から割愛した。パネル単位根検定についてはいくつか方法があり、今回は、クロスセクシ
ョン変数の係数を全て同一とみなす Levin, Lin and Chu 検定とクロスセクションの係数を
必ずしも同一のものでないとしてとらえる 3 つの検定方法（Im, Pesaran and Shin 検
定,ADF Fisher 検定, PP-Fisher 検定）を採用した。 
今回の検定結果によると、Levin, Lin and Chu 検定では全ての時系列データについてパ
ネル単位根を 1％の有意水準で棄却している。他の 3 つの検定方法では、「先進 13 ヵ国研究
開発ストック（海外からの投入中間財によるウェイト）」、「先進国からの輸入シェア*先進
13 カ国研究開発ストック（海外からの投入中間財によるウェイト）」、「先進国からの輸入シ


















-6.64 -1.41 299.80 394.38
0.00 0.08 0.00 0.00
-12.29 -2.25 328.21 432.51
0.00 0.01 0.00 0.00
-7.89 -1.60 295.41 347.31
0.00 0.06 0.01 0.00
-11.00 -0.63 279.24 360.00
0.00 0.26 0.03 0.00
-18.28 -8.10 484.31 789.41
0.00 0.00 0.00 0.00
-49.99 -3.02 281.56 324.24
0.00 0.00 0.02 0.00
-13.01 -0.62 390.36 663.98
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検定方法でも有意水準 5％でパネル単位根を棄却できる。 
一方、「先進 13 カ国研究開発ストック（輸入中間財によるウェイト）」、「先進 13 カ国研 
究開発ストック（輸入財全体によるウェイト）」、「先進国からの輸入シェア*先進 13 カ国研
究開発ストック（輸入中間財全体によるウェイト）」、そして「先進 13 ヵ国研究開発ストッ







 表 5-3 は、OECD の貿易統計である Bilateral Trade in Goods by Industry and End-use 
Category のデータを用いて、実証モデル（5-1）（5-2)に基づく技術普及に関する実証分 
析の結果である。 
先進国からの輸入規模を考慮しない実証モデル（5-1）において（表 5-3 の 3～5 行目）
中間財経由の海外研究開発ストック変数の係数の推定値は有意であるが、同輸入規模をコ
ントロールした実証モデル（5-2）の場合（表 5-3 の 6～9 行目）、NIEs のサンプル分析を
除くと、同変数の係数に対する推定値は有意でなくなってしまう。 
次に、技術普及の経路を中間財に絞った技術普及の影響は、輸入全体を技術普及経路と
した場合よりも大きいかどうか検証する。表 5-4、表 5-5 は輸入全体からの技術普及と中間
財輸入に絞った技術普及の分析を比較したものである。表 5-4 の OECD 貿易統計を使った
分析の比較（輸入規模コントロールせず）では、中間財輸入による技術普及の説明変数の
係数に対する推定値はいずれも有意であるが、ASEAN 及び機械産業では輸入全体と比べて








表 5-6 では、海外からの中間財の投入データ、具体的には、1975 年のアセアン国際産業





















0.123 0.066 0.249 0.160
0.036 0.029 0.078 0.057
*** ** *** ***
0.029 1.814 -0.034 0.025
0.018 0.280 0.048 0.024
***
R2 0.014 0.204 0.366 0.150 0.001 0.191 0.509 0.541





















































0.123 0.167 0.111 0.018
0.045 0.041 0.079 0.058
*** ***
0.123 0.066 0.249 0.160
0.036 0.029 0.078 0.057
*** ** *** ***
R2 0.013 0.014 0.368 0.366 0.001 0.001 0.531 0.509























0.021 1.004 -0.049 0.018
0.013 0.175 0.048 0.021
***
0.029 1.814 -0.034 0.025
0.018 0.280 0.048 0.024
***
R2 0.205 0.204 0.132 0.150 0.196 0.191 0.539 0.541










































0.086 0.051 0.136 0.550
0.023 0.031 0.032 0.078
*** *** ***
0.298 0.032 0.131 0.464
0.036 0.029 0.028 0.060
*** *** ***
R2 0.250 0.024 0.543 0.531 0.139 0.149 0.366 0.436
































0.037 0.039 0.028 0.114
0.016 0.021 0.022 0.039
** * ***
0.086 0.051 0.136 0.550
0.023 0.031 0.032 0.078
*** *** ***
R2 0.240 0.250 0.541 0.543 0.109 0.139 0.283 0.366

























-0.110 -0.006 0.023 -0.569
0.139 0.023 0.053 0.171
***
0.298 0.032 0.131 0.464
0.036 0.029 0.028 0.060
*** *** ***
R2 0.106 0.024 0.540 0.531 0.157 0.149 0.394 0.436











































中間財輸入（輸入規模考慮せず） (0 .97) (0 .39) (1 .63) 9 .09
中間財輸入（輸入規模考慮） (1 .81) 
海外中間財投入（輸入規模考慮せず） 2.36 5.51 5.11
海外中間財投入（輸入規模考慮） プラス 5.60 プラス
注：中間財経路の海外研究開発ストックの係数の推定値を輸入全体経路の同推定値で除して算出。
　　機械産業は、⑬一般機械、⑬電気機械・情報通信機械、⑮輸送機械、⑯精密機械を含む。空欄は中間財


























0.088 0.097 0.115 0.104 0.068 0.064
0.027 0.027 0.031 0.033 0.074 0.073
*** *** *** ***
-0.044 0.048 0.019
0.026 0.043 0.054
R2 0.270 0.302 0.325 0.700 0.705 0.713 0.314 0.305 0.562
N 187 187 187 68 68 68 44 44 44
注：固定効果モデルか変量効果モデルかの選択は、ハウスマン検定により、(2)(3)(5)(6)(9)は変量効果モデルを採用した。
　　(8)はハウスマン検定統計量が負であったため、選択できなかった。ひとまず推定量の一致性を考慮して固定効果モデルを選択したが、変量効果モデルの分析でも

















































表 5-11(4)(6)は NIEs・ASEAN 別の分析だが、いずれの地域においても経路を特定しな 
い同ストック変数の係数の推定値の有意性（NIEs サンプルでは有意水準 10％、ASEAN サ
ンプルでは有意水準 5%）が見て取れ、ベースモデル同様、輸入以外の経路による技術普及
の重要性が明らかとなっている。 
 表 5-11(8)(10)は対象期間を 1976～1990 年までと 1991～2006 年までの二期間に分けた
分析であり、(8)の期間前半の分析では、輸入経路の同変数の係数の推定値はプラスで有意
だが、経路を特定しない同変数のそれはマイナスかつ有意でなかった。これは当該期間に
                                                   
61 資本財輸入経路の海外研究開発ストックの係数の推定値と輸入全体経路のそれとの差は有意ではない
ものの、資本財輸入経路の技術普及の影響力は、輸入全体と比べて 1.5 倍程度まで高まる。 































0.047 0.044 0.034 0.032 0.023 -0.115
0.017 0.016 0.015 0.015 0.053 0.255




R2 0.277 0.279 0.503 0.504 0.157 0.069













0.042 0.043 0.040 0.296





R2 0.202 0.202 0.120 0.014
N 1800 1800 1766 1766
注：固定効果モデルか変量効果モデルかの選択はハウスマン検定によると、(6)(10)を除き、変量効果モデルを採用した。











































0.043 0.032 0.032 0.019 0.034 0.018





R2 0.276 0.287 0.500 0.521 0.158 0.162













0.032 -0.129 0.040 0.034





R2 0.197 0.003 0.122 0.143














































輸入全体の経路と比較して NIEs・ASEAN7 カ国・地域では最大 4.4 倍程度、ASEAN では
最大 5.6 倍程度増大した62。 
先行研究では同一論文で中間財経路の技術普及力と輸入全体の経路のそれと比較したも
のはない。ただ Schiff and Wang(2006)は、彼らが推計した中間財経路を考慮した海外研究
開発ストックの係数の推定値が Coe, Helpman and Hoffmaister(1997)の輸入経路の海外研
究開発ストックの係数の推定値を大きく上回っていることを指摘し、これは彼らの実証分
析が中間財貿易を考慮した分析によるとした。本分析でも、中間財経路の技術普及力は輸
入全体の経路のそれを上回るという結論を出しており、Schiff and Wang よりもその影響力
は大きいものとなっている。本分析は同じサンプルや同一の分析手法を用いて中間財経路







                                                   
62 なお、貿易統計から分類された中間財輸入データが中間財経路としてふさわしくない理由として、中間
財とみなされた輸入品は国際貿易品目に基づいて分類されているにすぎず、同品目の全てが中間財や資本
財として使われているわけでないことがある。さらに、OECDのBilateral Trade in Goods by Industry and 
End-use Category は利用できる開始期間が 1995 年と最近なため、分析対象期間が短い。一方、産業連関
表から抽出された中間財投入額は、実際に投入された中間財の金額をベースにして算出されており、貿易
統計から作成された輸入中間財データと比較して正確である。 
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 本章の構成は、第 2 節で先行研究をまとめ、第 3 節で扱うデータと実証分析用のモデル










                                                   
63 Brahmbhatt and Hu(2010)は、東アジア 7 カ国・地域の特許の被引用国を調べたところ、日米からの
引用が圧倒的に多いことに加えて、水準は低いものの域内からの引用、特に韓国と台湾からの引用が増え
ていることを示した。 
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～0.2940 であるのに対して、海外の同弾力性は 0.0106～0.0739 とかなり小さい。ただし、
元となる海外研究開発ストックの係数がアジア各国同一をとるとして算出されているため、





なかったが、台湾は 1.987～1.992、インドネシアは 1.950～1.987、タイは 2.124～2.128
と国内の係数に対する推定値を上回って有意となっている。Luh and Shih(2006)は 1978～
1992 年までの日韓台のカントリーデータを扱っており、韓国の国内研究開発ストックの係
数に対する推定値は有意で 0.36～0.45 であるのに対して、海外のそれは有意でかつ 1.888
～2.011 と国内のそれよりも大きい。一方、台湾の国内研究開発ストックの係数に対する推
定値は有意であるが 0.08 と韓国より大きく下回る一方で、海外のそれはマイナスとなって
いて海外からの技術普及が確認されなかった。1955～2006 年までのアジア 6 カ国・地域を
分析対象とした Ang and Madsen(2013)は国内研究開発ストックの係数に対する推定値は
有意で 0.142～0.235 であるのに対して、輸入経由の海外研究開発ストックのそれは有意だ




韓国では、Kim and Park(2003)は、1970～96 年までの製造業 9 業種データを使った技術
普及分析で、国内研究開発ストックの係数に対する推定値は有意で 0.034～0.100 であるの
に対して、海外の同係数に対する推定値は有意でかつ 0.076～0.182と国内のそれを上回る。







海外のそれは有意でかつ 0.105～0.122 と国内のそれを上回っている。Singh(2006)は 1970
～2000 年までの製造業 28 業種データを扱っており、国内研究開発ストックの係数に対す
る推定値は有意で 0.016～0.095 であったが、海外のそれは有意かつ 0.077～0.103 と国内
のそれを上回っている。1981～1999 年までの製造業 13 業種のデータを使った Kim, 
Maskus and Oh(2009)では、国内研究開発ストックの係数に対する推定値は有意で 0.051




値は Kim and Park(2003)では 0.076～0.137、同(2006)では 0.063～0.090、Singh(2006)
では 0.032～0.033、Kim, Maskus and Oh(2009)では 0.117（FMOLS では 0.032）となっ
ており（いずれも有意）、概ね国内の当該産業の研究開発ストックのそれよりも大きいが、
海外の同ストックより小さい結果となった。 
台湾では、Cheng and Yang(2006)は 1990～97 年までの上場企業 79 企業のデータを使っ
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て技術普及分析を行っている。自社の研究開発ストックの係数に対する推定値は有意で





















普及の影響力が大きいと言える（Kim and Park(2003)、Kim and Park(2006)、Singh(2006)、
Kim, Maskus and Oh(2009)）。一方、台湾の場合、海外研究開発ストックの算出方法に問
題は残るものの65、内外どちらの研究開発ストックの方が技術普及の影響力が大きいかはっ
きりと言えない（Luh and Shih(2006)、Cheng and Yang(2006)、Branstetter and 
Chen(2006)、Tseng(2008)、Hsu and Chuang(2014)）。 
 




途上国間の技術普及については Wang(2007)の研究が挙げられる。Wang は 1976～98 年
までの途上国 25カ国の製造業 16業種ないし 12業種それぞれの生産性について南北貿易関
連研究開発ストックに加えて、南南貿易関連研究開発ストックを説明変数とした技術普及
分析を行っている66。分析結果によると、南南貿易同ストックの係数に対する推定値は有意
だが 0.049 となり、南北貿易のそれ（0.274、有意）と比較すると、技術普及の影響力は 2
割以下に過ぎない。業種別に見ると、南南貿易関連研究開発ストックの係数に対する推定
値が有意である業種は 3 業種に限られ、紙・紙製品・印刷（同推定値は 0.091）、金属製品
（同 0.176）、窯業土石（同 0.131）と研究集約的でない業種となっている。 
NIEs・ASEAN に特化した分析として、Park(2004)、Ang and Madsen(2013)が挙げら
れる。Park(2004)は 1980～1995 年までの先進国 14 カ国とアジア NIEs3 カ国・地域（韓
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国、台湾、シンガポール）の 2 産業(製造業と非製造業)データを用いて、技術普及分析を行
っている。まず先進国と NIEs の 2 地域において技術普及に差があるかどうか説明変数（製
造業・非製造業国内研究開発ストック Rmd、Rod、製造業・非製造業海外先進国研究開発ス
トック Rmfg、Rofg、製造業・非製造業海外アジア NIEs 研究開発ストック Rmfh、Rofh）に加
えてそれぞれの説明変数にアジア NIEs ダミーを掛け合わせたものを説明変数として追加
し、その追加変数の係数に対する推定値がゼロかどうか F 検定を行った。検定結果は、い
ずれの推定値も 1％有意水準で棄却できず、先進国と NIEs の 2 地域において技術普及に差
が生じているとは言えなかった。次に、海外研究開発ストックについて先進国の場合には






Ang and Madsen(2013)は 1955～2006 年までのアジア 6 カ国・地域（中国、インド、日
本、韓国、シンガポール、台湾）を対象とした技術普及分析を行った。その際、海外研究




ぞれ 0.266、0.088 と有意となった。その一方、海外研究開発ストックがアジア 6 カ国・地
域に限定した場合、全要素生産性と海外研究開発ストックはパネル共和分関係にあること
が実証できず、DOLS による海外研究開発ストックの係数に対する推定値は有意とならな










 これらの 3 カ国・地域の研究開発ストックの算出方法は、先進国の場合と同じ手法を用
いる。すなわち、恒久棚卸法を用いて研究開発投資を積み上げて算出するが、その際、減
価償却率は先進国の研究開発ストックの算出と同様の 10％とした。ただ、研究開発投資の
入手時期が韓国は 1979 年、台湾は 1983 年、シンガポールは 1994 年と異なるため、研究
開発ストックの開始時点も 3 カ国・地域によって異なる。 
 表 6-1 は韓国、台湾、シンガポールの業種別研究開発ストックの二時点比較である。参考
のため、日米欧の研究開発ストックの二時点比較も掲載した。製造業全体のストックは韓
国では 2006 年時点で 9,879 万 PPP 百万ドル、台湾では同 4,264 万 PPP 百万ドル、シンガ





種に偏りが見られる。韓国、台湾では研究開発ストック全体の 5 割が、シンガポールでは 








製造業全体 883 98,791 100.0 19.1%
①食品、飲料・タバコ 61 1,742 1.8 13.2%
②織物・衣類・皮革 61 857 0.9 10.3%
③木製品・家具 2 138 0.1 17.6%
④紙・紙製品・印刷 7 337 0.3 15.2%
⑤化学製品（医薬品除く） 137 6,222 6.3 15.2%
⑥医薬品等 29 2,085 2.1 17.2%
⑦石油精製・石油化学品 26 1,218 1.2 15.3%
⑧ゴム・プラスチック製品 27 1,568 1.6 16.2%
⑨窯業・土石製品 47 925 0.9 11.7%
⑩鉄鋼 42 1,566 1.6 14.3%
⑪非鉄金属 8 351 0.4 14.8%
⑫金属製品 40 745 0.8 11.5%
⑬一般機械（事務用機械含む） 74 8,084 8.2 19.0%
⑭電気機械・情報通信機械 227 50,647 51.3 22.2%
⑮輸送機械 77 20,646 20.9 23.0%
⑯精密機械 13 1,358 1.4 18.6%









製造業全体 2,246 42,639 100.0 13.7%
①食品、飲料・タバコ 74 666 1.6 10.0%
②織物・衣類・皮革 264 996 2.3 6.0%
③木製品・家具 0 5 0.0 16.3%
④紙・紙製品・印刷 14 151 0.4 11.0%
⑤化学製品（医薬品除く） 340 1,885 4.4 7.7%
⑥医薬品等 56 579 1.4 10.7%
⑦石油精製・石油化学品 0 493 1.2 42.1%
⑧ゴム・プラスチック製品 83 1,004 2.4 11.4%
⑨窯業・土石製品 41 236 0.6 7.9%
⑩鉄鋼 62 495 1.2 9.5%
⑪非鉄金属 12 87 0.2 8.8%
⑫金属製品 88 465 1.1 7.5%
⑬一般機械（事務用機械含む） 610 9,782 22.9 12.8%
⑭電気機械・情報通信機械 387 21,818 51.2 19.2%
⑮輸送機械 184 2,524 5.9 12.1%
⑯精密機械 19 1,055 2.5 19.0%
⑰その他製造製品 12 401 0.9 16.3%
出所：OECD, "ANBERD Database"、台湾行政院国家科学委員会「中華民国科学技術
   　　 統計要覧」各年版
台湾








製造業全体 1,891 7,640 100.0 12.3%
①食品、飲料・タバコ 22 71 0.9 10.2%
②織物・衣類・皮革 0 0 0.0
③木製品・家具 0 0 0.0 0.0%
④紙・紙製品・印刷 2 13 0.2 16.2%
⑤化学製品（医薬品除く） 161 436 5.7 8.6%
⑥医薬品等 42 315 4.1 18.2%
⑦石油精製・石油化学品 6 29 0.4 14.7%
⑧ゴム・プラスチック製品 58 63 0.8 0.6%
⑨窯業・土石製品 6 64 0.8 21.9%
⑩鉄鋼 1 20 0.3 24.1%
⑪非鉄金属 3 12 0.2 11.1%
⑫金属製品 10 198 2.6 28.6%
⑬一般機械（事務用機械含む） 635 944 12.4 3.4%
⑭電気機械・情報通信機械 806 4,937 64.6 16.3%
⑮輸送機械 92 314 4.1 10.8%
⑯精密機械 45 201 2.6 13.3%







製造業全体 384,150 978,195 100.0 2.9%
①食品、飲料・タバコ 4,822 16,133 1.6 3.7%
②織物・衣類・皮革 1,416 3,292 0.3 2.6%
③木製品・家具 1,700 3,344 0.3 2.1%
④紙・紙製品・印刷 3,646 19,554 2.0 5.2%
⑤化学製品（医薬品除く） 25,901 60,020 6.1 2.6%
⑥医薬品等 10,229 129,380 13.2 8.0%
⑦石油精製・石油化学品 6,939 13,504 1.4 2.0%
⑧ゴム・プラスチック製品 10,913 13,140 1.3 0.6%
⑨窯業・土石製品 3,526 5,836 0.6 1.5%
⑩鉄鋼 2,488 2,895 0.3 0.5%
⑪非鉄金属 2,556 2,801 0.3 0.3%
⑫金属製品 6,302 10,975 1.1 1.7%
⑬一般機械（事務用機械含む） 41,707 116,348 11.9 3.2%
⑭電気機械・情報通信機械 99,339 199,140 20.4 2.1%
⑮輸送機械 146,513 254,606 26.0 1.7%
⑯精密機械 13,526 121,104 12.4 6.9%
⑰その他製造製品 2,626 6,122 0.6 2.6%
出所：OECD, "ANBERD Database"
米国








製造業全体 226,250 646,776 100.0 3.2%
①食品、飲料・タバコ 5,625 13,901 2.1 2.8%
②織物・衣類・皮革 3,099 3,899 0.6 0.7%
③木製品・家具 348 2,745 0.4 6.5%
④紙・紙製品・印刷 1,677 3,900 0.6 2.6%
⑤化学製品（医薬品除く） 30,810 61,115 9.4 2.1%
⑥医薬品等 12,900 86,997 13.5 6.0%
⑦石油精製・石油化学品 6,955 8,989 1.4 0.8%
⑧ゴム・プラスチック製品 4,190 12,353 1.9 3.3%
⑨窯業・土石製品 3,185 6,072 0.9 2.0%
⑩鉄鋼 4,146 5,855 0.9 1.1%
⑪非鉄金属 1,620 2,645 0.4 1.5%
⑫金属製品 1,887 10,805 1.7 5.4%
⑬一般機械（事務用機械含む） 21,935 68,503 10.6 3.5%
⑭電気機械・情報通信機械 51,368 141,122 21.8 3.1%
⑮輸送機械 70,901 193,358 29.9 3.1%
⑯精密機械 4,468 22,155 3.4 5.0%
⑰その他製造製品 1,135 2,363 0.4 2.2%
注：欧州とは、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、アイルランド、イタリア、オランダ、







製造業全体 78,031 477,751 100.0 5.6%
①食品、飲料・タバコ 2,244 12,799 2.7 5.4%
②織物・衣類・皮革 1,393 3,188 0.7 2.5%
③木製品・家具 127 1,373 0.3 7.5%
④紙・紙製品・印刷 2,702 4,179 0.9 1.3%
⑤化学製品（医薬品除く） 12,818 42,041 8.8 3.7%
⑥医薬品等 3,492 37,950 7.9 7.5%
⑦石油精製・石油化学品 558 2,684 0.6 4.9%
⑧ゴム・プラスチック製品 3,214 12,619 2.6 4.2%
⑨窯業・土石製品 1,585 8,078 1.7 5.1%
⑩鉄鋼 4,067 8,877 1.9 2.4%
⑪非鉄金属 1,216 6,827 1.4 5.4%
⑫金属製品 1,140 5,233 1.1 4.7%
⑬一般機械（事務用機械含む） 9,416 102,418 21.4 7.5%
⑭電気機械・情報通信機械 20,251 124,641 26.1 5.7%
⑮輸送機械 11,276 79,011 16.5 6.1%
⑯精密機械 1,539 21,396 4.5 8.3%
⑰その他製造製品 993 4,436 0.9 4.6%
出所：OECD, "ANBERD Database"
日本






 次に、NIEs・ASEAN を巡る貿易動向について整理したい。世界から NIEs・ASEAN 向
け輸出の中で日米欧から NIEs・ASEAN 向け輸出と域内貿易のシェアの推移を示したのが
図 6-1 である。日米欧からの同シェアが 1980 年時点においてそれぞれ 24％、16％、12％
を占めていたが、その後低下して 2006 年時点では 14%、9%、9%に過ぎない。一方、NIEs・






除くと、米国と NIEs・ASEAN の距離は 11,000～16,000km、欧州（ドイツ）と NIEs・
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                                                              ・・・（6-1） 
 
  ：t 時点における c 国 i 業種の全要素生産性 
  ：t 時点における当該業種 i 業種の国内・地域内研究開発ストック 
  ：t 時点における当該業種以外の業種（i’業種）の国内・地域内研究開発ストック 
  ：c 国 i 業種の輸入を c 国製造業付加価値で除したもの（期間平均） 
  ：t 時点の i 業種の海外研究開発ストック 
  ：業種（i）、期間（t）のダミー（変量効果モデルにおいて） 
 

























it SmS  
 
 ：t 時点における i 業種の輸入全体に占める先進国 c’国からの輸入シェア 
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    ：t 時点における c 国 i 産業の全要素生産性 
    ：t 時点の当該業種 i 業種の先進国研究開発ストックを単純積み上げしたもの 
    ：t 時点の輸入を通じて得られる c 国 i 業種の海外研究開発ストック 
    ：t 時点の韓国、台湾、シンガポール 3 カ国・地域からの輸入を通じて得られる c
国 i 業種の NIEs 由来の研究開発ストック。同研究開発ストックの入手期間によ
って以下の 3 パターンを考慮する。 
     1979～2006 年：韓国からの輸入を通じて得られる業種別研究開発ストック 
      1983～2005 年：韓国・台湾からの輸入を通じて得られる業種別研究開発スト   
              ック 
            1994～2005 年：韓国・台湾・シンガポールからの輸入を通じて得られる業種 
別研究開発ストック 













                                     
・・・（6-3） 
 
         ：c 国 i 業種の先進国からの輸入を c 国製造業付加価値で除したもの（期間平均） 




















































 表 6-2 は本章で取り扱うデータ全てについてパネル単位根検定を行ったものである。TFP
データについては第 4 章でパネル単位根検定を行い、棄却していることから表 6-2 から割
愛した。パネル単位根検定についてはいくつか方法があり、今回は、クロスセクション変
数の係数を全て同一とみなす Levin, Lin and Chu 検定とクロスセクションの係数を必ずし
も同一のものでないとしてとらえる 3 つの検定方法（Im, Pesaran and Shin 検定,ADF 
Fisher 検定, PP-Fisher 検定）を採用した。 
今回の検定結果によると、Levin, Lin and Chu 検定では全ての時系列データについてパ

















-19.06 -19.21 708.71 625.14
0.00 0.00 0.00 0.00
-33.79 -20.61 601.03 774.16
0.00 0.00 0.00 0.00
-18.70 -8.29 462.98 600.30
0.00 0.00 0.00 0.00
-22.33 -12.59 655.55 976.59
0.00 0.00 0.00 0.00
-8.65 -0.54 321.55 379.32
0.00 0.29 0.02 0.00
-18.76 -8.48 468.32 596.53
0.00 0.00 0.00 0.00
-22.02 -12.33 642.11 960.20
0.00 0.00 0.00 0.00
-9.20 -0.99 333.64 386.06
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67 Aw, Chen and Roberts(2001)p59 























0.080 0.070 0.052 0.047
0.014 0.014 0.015 0.015







R2 0.065 0.645 0.682 0.083 0.096
N 476 476 476 476 476
注：固定効果モデルか変量効果モデルかの選択についてハウスマン検定を行ったが、すべてハウスマン検定























-0.052 -0.052 -0.052 -0.052
0.021 0.021 0.021 0.021







R2 0.499 0.501 0.104 0.509 0.023



























次に、NIEs・ASEAN 域内における技術普及、特に韓国、台湾、シンガポールの 3 カ国・
地域からの同域内への技術普及について実証分析する。表 6-4 は韓国由来のみ、表 6-5 は韓
国・台湾由来、表 6-6 は韓国・台湾・シンガポール由来の研究開発ストックを域内からの技
術普及変数として追加して実証分析した結果である。3 カ国・地域の研究開発投資データの
入手期間が異なるため、分析対象期間を 3 期間に分けた。表 6-4 の韓国由来のみの研究開
発ストックを追加変数とした場合は、1979～2006 年まで、表 6-5 の韓国・台湾由来の研究





















0.059 0.057 0.060 0.059
0.023 0.023 0.023 0.023






R2 0.736 0.743 0.745 0.017 0.014
N 208 208 208 208 208
注：固定効果モデルか変量効果モデルかの選択についてハウスマン検定を行い、(0)(1)(2)については変量効果







































0.057 0.051 0.032 0.033 0.079 0.061
0.035 0.035 0.044 0.044 0.052 0.052
0.054 0.052 0.051 0.052 0.011 0.007





R2 0.224 0.225 0.416 0.415 0.146 0.150



















-0.192 -0.210 0.236 0.225 0.274 0.234
0.097 0.098 0.060 0.060 0.076 0.081
** *** ***
0.045 0.044 0.051 0.049 0.056 0.057




R2 0.158 0.163 0.132 0.128 0.361 0.364
N 1264 1264 1493 1493 660 660
注：固定効果モデルか変量効果モデルかの選択についてハウスマン検定を行い、(2)(4)(6)(8)(10)(12)については変量効果








































0.057 0.069 0.032 0.053 0.079 0.065
0.035 0.035 0.044 0.044 0.052 0.052
*
0.054 0.014 0.051 0.003 0.012 0.058





R2 0.224 0.225 0.416 0.423 0.146 0.149



















-0.189 -0.190 0.215 0.237 0.245 0.411
0.097 0.097 0.063 0.063 0.075 0.081
* * *** *** *** ***
0.045 0.069 0.305 0.132 0.563 -0.005





R2 0.158 0.162 0.014 0.025 0.083 0.127
N 1265 1265 1493 1493 660 660
注：固定効果モデルか変量効果モデルかの選択についてハウスマン検定を行い、(2)(4)(6)(8)については変量効果モデルを選択


































0.130 0.130 0.067 0.067 0.201 0.205
0.036 0.036 0.038 0.038 0.062 0.062
*** *** * * *** ***
0.041 0.038 0.027 0.028 0.019 0.015
0.017 0.017 0.015 0.015 0.052 0.053




R2 0.219 0.219 0.408 0.407 0.144 0.148



















-0.041 -0.046 0.291 0.292 0.282 0.243
0.139 0.138 0.052 0.052 0.076 0.078
*** *** *** ***
-0.021 -0.051 0.038 0.038 0.037 0.039





R2 0.031 0.030 0.135 0.136 0.417 0.423
N 1020 1020 1681 1681 644 644
注：固定効果モデルか変量効果モデルかの選択についてハウスマン検定を行い、(2)(4)(6)(10)(12)については変量効果モデル































0.130 0.139 0.067 0.079 0.201 0.191
0.036 0.035 0.038 0.037 0.062 0.062
*** *** * ** *** ***
0.041 -0.030 0.027 -0.055 0.019 0.075





R2 0.219 0.222 0.408 0.415 0.144 0.144



















-0.041 -0.056 0.291 0.298 0.246 0.388
0.139 0.139 0.052 0.052 0.078 0.081
*** *** *** ***
-0.021 0.280 0.038 -0.060 0.387 -0.215





R2 0.031 0.017 0.135 0.145 0.087 0.029
N 1020 1020 1681 1681 644 644
注：固定効果モデルか変量効果モデルかの選択についてハウスマン検定を行い、(2)(4)(6)(10)については変量効果モデルを選択
    した。 (8)(12)はハウスマン検定統計量が負となってしまったため、 選択できない。推定量の一致性を考慮して固定効果モデル


















































0.452 0.464 0.293 0.302 0.601 0.610 0.644 0.645
0.067 0.067 0.067 0.066 0.111 0.112 0.135 0.136
*** *** *** *** *** *** *** ***
-0.056 -0.124 0.023 0.027 0.011 0.011 0.041 0.041
0.339 0.342 0.025 0.025 0.076 0.076 0.036 0.035
-0.020 -0.037 -0.014 -0.003
0.014 0.013 0.025 0.023
***
R2 0.002 0.000 0.351 0.355 0.181 0.183 0.508 0.509
N 1290 1290 707 707 583 583 308 308
注：固定効果モデルか変量効果モデルかの選択についてハウスマン検定を行い、(4)(6)(8)については変量効果モデルを選択した。 (2)はハウスマン検定統計量
























0.452 0.459 0.293 0.296 0.643 0.646 0.644 0.668
0.067 0.067 0.067 0.066 0.114 0.116 0.135 0.134
*** *** *** *** *** *** *** ***
-0.056 -0.197 0.023 -0.070 -0.863 -0.898 0.041 -0.073
0.339 0.341 0.025 0.035 0.629 0.688 0.036 0.055
**
0.644 0.319 0.156 0.299
0.212 0.085 1.240 0.111
*** *** ***
R2 0.002 0.012 0.351 0.385 0.001 0.001 0.508 0.540
N 1290 1290 707 707 583 583 308 308
注：固定効果モデルか変量効果モデルかの選択についてハウスマン検定を行い、(4)(8)については変量効果モデルを選択した。(2)(6)はハウスマン検定統計量が


































規模を調整した NIEs・ASEAN 別の実証分析では、NIEs において韓国、台湾、シンガポ




など制度運営の面でも優れている。実際、IMD や WEF の国際競争力ランキングの中の政
府関連の項目で NIEs は上位に位置している。一方、ASEAN は貿易投資の自由化は NIEs
に遅れてスタートしただけでなく、教育や研究開発への投資も NIEs ほど活発でない。また





















の重要性が増加したことに加えて、貿易については NIEs・ASEAN 域内での工程間分業の 
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してパイオニア的研究である Coe and Helpman(1995)を紹介した。先進国を対象とした同
分析では自国の研究開発ストックだけでなく、輸入を通じて得られる海外の研究開発スト
ックも自国の全要素生産性に影響を与えることを明らかにしている。途上国を分析対象と








第 3 章では、技術普及分析に不可欠な NIEs・ASEAN の製造業種別の全要素生産性を計





性の伸び率について NIEs と ASEAN を比べると、NIEs の方が 1.7～2.5％と ASEAN（0.2
～1.2％)に比べて高い。次に、期間別に見ると、1970 年代後半から 80 年代半ばまでの同伸
び率が高い国（シンガポール、マレーシア、フィリピン）と 1980 年代半ばからの同伸び率
が高い国・地域（香港、韓国、タイ、インドネシア）に分かれる。ただし 1970 年代後半か
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も存在する。 













































ASEAN では最大 4.4 倍程度増大している。これまでの先行研究では中間財経路からの技術
普及力について同じ論文の中で同一手法を用いて定量化したものはない。 















































 もちろん、このことは NIEs において先進国からの技術普及が消えたことを意味していな
い。先進国の輸入経路以外の経路を取り込んだ変数の係数に対する推定値を見ると、依然






















を切った。NIEs では 1950 年代から 1960 年代にかけて、ASEAN においては 1970 年代か







































































                                                   
68 その後、彼らはサンプルの異なる二つの実証分析についてハウスマン検定を行い、説明変数脱落による
バイアスは有意でないことを明らかにしている。 

































生産性と同時に決定されるとみなして、Olley and Pakes(1996)や Levinsohn and Petrin(2003)によって開
発された新たな推計方法が存在している。 
70 企業・事業所データなどミクロ・データを使って経路を対内直接投資に絞って技術普及分析を行ったと









でのマークアップの大きさなどを説明変数として加えた Haskel, Pereira and Slaughter(2007)の英国企業
データを使った実証分析や Keller and Yeaple(2009)の米国企業データを使った実証分析では、対内直接投
資が企業の生産性に及ぼす影響はプラスとなっている。また、輸出目的の対内直接投資の場合、国内市場
獲得目的と異なって、地場企業の競争環境に比較的影響を与えないと考えられることから、対内直接投資
を目的によって分けて技術普及についての分析を行ったものもある（Girma, Gorg and Pisu(2008)）。同分
析結果によると、対内直接投資が輸出目的の場合、プラスの産業内スピルオーバーがあることを示してい
る。 
  125 
る。また 1988～1996 年までのインドネシアの事業所データを用いて対内直接投資の技術普

































                                                   
71 Griffith, Redding, and Van Reenan(2003、2004)の先進国製造業種別データの分析や Madsen, Islam 




ている一方、Madsen et al.(2010)は概ね否定的な結果となった。 
72 NIEs・ASEANに特化した技術吸収力に関する実証分析について Blalock and Gertler(2009)以外では、

















































世界の付加価値輸出額は、1970 年代や 80 年代では実際の輸出額の 85％であったが、現在では 70～75％
程度まで低下していることがある。輸出の付加価値率の低下は製造業の貿易シェア拡大が大きい途上国で
著しく、また地域貿易協定を締結している国においても顕著である。 
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